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午前９時００分開議

○議長（中井 勝君） 皆さん、おはようございます。第９５回新温泉町議会定例会４

日目の会議を開催するに当たり、一言御挨拶を申し上げます。

先週、台風１５号が関東地方を襲い、暴風雨に見舞われました。千葉県の広い地域で

電気がとまり、１週間たった今も復旧に至っておりません。多くの送電線が切断され、

電灯も冷蔵庫もエアコンも何もかも使えない日々が続いています。情報伝達手段として、

携帯電話やスマホ、テレビはもちろんのこと、行政防災無線さえも使えなくなったと聞

いております。

文明が進めば進むほど、天然の猛威による災害がその激烈の度を増すと昭和初期に訴

えた物理学者がいたそうです。交通網、電線や情報網が張りめぐらされた時代における

災害の大きさを目の当たりにすると、まさにそのとおりだと衝撃を受けております。そ

の脆弱さが露呈したものと言えます。

この町も他人事ではありません。台風や豪雨などの自然災害の危険は隣り合わせです。

もしものときに備えはどこまでできているのか、行政は、議会は何をしなければならな

いか、迅速な対応が求められていると思います。

さて、議員各位には御多用のところ御参集を賜り、厚くお礼を申し上げます。

本日は、休会中に各常任委員会が開かれ、それぞれ所管事務調査が行われております

ので、その結果報告並びに提出議案であります条例改正などを中心に議事を進めてまい

りたいと存じます。議員各位には、諸般の議事運営に御協力を賜り、適切妥当な議決が

得られますようお願いを申し上げまして、開会の挨拶といたします。

町長挨拶。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 議員の皆さん、おはようございます。定例会第４日目の開会に

当たりまして、一言御挨拶申し上げます。

休会中には、それぞれの委員会におきまして、課題及び懸案事項への御指導を賜り、

厚く御礼を申し上げます。
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今月は高齢者保健福祉月間ということで、先週１１日、敬老祝福事業として、米寿、

８８歳以上の高齢者のお宅を訪問いたしました。最高年齢は１０４歳であります。また、

昨日１６日、照来地区及び居組地区の敬老会にも出席をしてまいりました。高齢の方が

生き生きと活動をし、活躍できる住みやすい町であるよう、引き続き頑張ってまいりま

す。

本日の定例会は、報告案１件、条例案１２件、事件案２件につきまして御審議をお願

いしたく思います。どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） ただいまの出席議員は１５名で、定足数に達しておりますので、

第９５回新温泉町議会定例会４日目の会議を開きます。

本日の議事日程は、お手元に配付しているとおりであります。

・ ・

日程第１ 諸報告

○議長（中井 勝君） 日程第１、諸報告に入ります。

まず、議長から報告いたします。

去る９月５日の会議以来、それぞれの会合に出席していますが、別紙の議会対外的活

動報告を見ていただくことで省略いたします。

次に、休会中の所管事務調査として、各常任委員会が開催されておりますので、その

状況をそれぞれ委員長から報告をお願いいたします。

初めに、総務教育常任委員会が９月９日に開かれております。委員長から報告をお願

いします。

中村委員長。

○総務教育常任委員会委員長（中村 茂君） それでは、総務教育常任委員会の報告を

いたします。

９月９日、こども教育課、生涯教育課、税務課、企画課、総務課、５課の所管事務調

査を行いました。各課とも、質疑、また議論のあったことを中心に報告申し上げます。

まず、こども教育課であります。珍しくといいますか、傍聴者が数名おられました。

報告事項は６件であります。

主な議論を紹介いたしますが、今回、委員会資料に、いじめの件数の提出を求めたと

こであります。早速資料として出していただきました。そういう中で、不登校といじめ、

虐待の関係はあるのかということやら、以前は不登校っていうのは悪であったと、そん

なことの内容での質問がありました。現在では不登校と虐待の関係はないということで

あります。また、不登校が足が向く場所、来れる場所、集まれる場所、そういうところ

が今求められていると、そういう居場所というか、そんなことが求められているようで

あります。

また、認定こども園のアンケートが出されました。保護者会が自主的に行われたよう

でありますが、未回答が４割あったと、これについてはどうするのかということがあり
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ました。また、もともと町はアンケートの実施を考えていたのか。結果的には６割の６

割、要は３６％が現位置を求めていると。重要視するなら再調査、回答のなかった分を

調査すべきではないかというような質問がありました。保護者会の取り組みで、無記名

であったので追跡も難しいということ。町としてはアンケートの実施は考えていなかっ

たと。結果は重要視したい。町長から、世論調査の見方でいえば、見解が違う、誤った

考えを考慮願いたいと、そういうようなことがありました。それから、アンケート結果

は検討委員会に反映したのかと。また、アンケートの内容で、認定こども園が避難所に

なればいいというような意見があったようであります。それについて、アンケートは保

護者会独自で行ったものでありますし、検討委員会の結果の材料の一つとして活用して

いただきたいと思うと。結果は委員会にそう報告している。大事な意見であり、検討委

員会で生かしていただくと、そんな回答でありました。

また、検討委員会の議事録を提出してほしいという意見がありました。改めて検討し

た場所はあるのか。当初は津波想定から移転改築が始まった。県の発表があったが、信

頼できるのかと。現在は遊水地であり、津波や水害において危険地域である。候補地に

ついてもう少し努力してほしい。ハザードマップが３１年度事業であるが、いつできる

のか、このような質問がありました。会議は非公開でありますので、出せないというこ

と。それから、新しい場所は３カ所ぐらい検討してきたということ。また、検討結果は

報告書に掲載するということであります。また、津波データについては、データとして

は信用できるものであるということ。 ０００年に１度も想定しながら判断がは要だが、

津波、水につかる、つからないがまちづくりではない。子供の安全を第一に対策を含め

て総合的に判断しなければならない。ハザードマップについては来年５月の予定だそう

であります。

また、大庭認定こども園が置かれている状況にあると。浜坂地域全体での認定こども

園のあり方を整理すべきである。途中でとまっているという意見でありました。両園、

２年差での建築であり、どちらも改築なりがは要だという現実があると。浜坂を先にし

たい。また、浜坂全体の認定こども園のあり方については、教育委員会で論議を継続し

ておると、そういう内容でありました。

それから、候補地選定の答申と決定はイコールではないと思いますが、確認したいと

いう意見で、報告書が出た後、町として判断し、候補地を選定する、議会にも報告する

と、そういう結果でありました。

また、繰り越しの照来小学校エアコン工事が増額になっているということに対して、

工事管理で電柱の位置の確定により、電線の積雪による重量を考慮して設計を変更した

という内容でありました。

また、浜坂北小学校、味道館の修繕についての調査の要望が委員会でありました。改

めて、各学校の状況を確認したい旨、回答があったところであります。詳しくは委員会

資料を御清覧いただきたいと思います。
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また、協議事項は２件でありました。

⑴番、議案第７８号、新温泉町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部改正でありますが、地域型保育事業において、幼児保育

無償化に伴い所要の改正をするものであります。施行日は本年１０月１日、あわせて、

新温泉町子どものための教育・保育に関する利用者負担額を定める条例施行規則の一部

改正、また、町立認定こども園給食費徴収金取扱要綱が同時に制定をされます。

主な議論の部分では、この改正に伴い、適用を受ける新たな申請はあるのかというこ

とに対して、毎年支給認定を行っており、今回の改正で特に申請を求める者はないとい

うこと。

給食については、調理はどこでやってるのかということ。また、小学生の給食費はど

れぐらいかということがありました。給食については各園で行っております。小学校は

月額月月で ８００月、今回、無償化に伴う給食費は ３００月、月の基準では ５０  

０月だそうであります。園についてはおやつもあり、 ３００月は妥当であると、そう

いうような見解でありました。採決の結果、賛成多数で承認したとこであります。

次に、議案第８１号、令和元年度の一般会計補正予月（第２号）でありますが、認定

こども園の園児の増なりがあり、財こ内この部分で、その他財こ内こ１１こ ０００月

は何かということの質問がありました。結果、園児１０名の増員になっており、認定こ

ども園保育料と給食費実費徴収金との差額であるという内容でありました。

また、システム改修費の増額についてありました。プール設計費９００こ月の負担に

ついてですが、当初は内容が未定であった、当初予月段階では未定であったものが確定

したと。制度が固まったことに伴って、システム改修がは要になったということであり

ます。財こは県の負担でありますし、プールの設計費については事業完了後に精月され

るという内容でありました。

それから、照来小学校塩山地区の送迎業務委託では、起点が公民館になってると。全

体として起点の見直しはは要ではないかということがありました。は要性は感じている

と、調査、研究はしてみたいと、そういう内容でありました。採決の結果、賛成多数で

承認としたものであります。

その他、来年４月から私立高校の授業料が無償化になると、承知しているのかと。浜

坂高校対策としてとられるべきではないかということがありました。医療費や通学費の

負担について検討すべきと考えていると、そんなことがありました。

次は、生涯教育課であります。

報告事項は６件でありました。

主な議論の部分では、図書館の関係で二人芝居「山の声」という事業があり、申し込

みの状況を聞いたところ、二人芝居の申し込みは、昼、夜、各７０名で、現在のところ

は昼が１５名、夜が２０名。また、同じ内容を浜中、夢中でも公演すると、そういう回

答でありました。
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加藤文太郎氏の墓の案内板の設置状況について質問がありました。山の会が中心で募

金活動をし、設置の予定であったと。がしかし、加藤家から設置しないでほしいという

意向が示され、近所の方に迷惑だということがあるようですが、ですから、ストップが、

中断しているということであります。今後、加藤家の判断で対応したいと、そういう内

容でありました。

また、八田コミセンの利用状況が好調であり、その原因はどこにあるかということで

す。外向けの宣伝に力を入れていると。大阪南港ＡＴＣ、昆虫だいぼうけんに出品した

ことやら、山梨県北杜市、オオムラサキセンターに貸し出しをして、外からの誘客を目

指していると。内向けには、常時の展示を初め、切れ目なく開催して、八田地域の放送

なりを活用して小まめに案内をしているということがありました。

Ｂ＆Ｇの指導員が増になっておるが、実績はということに対しては、新規にカヌー教

室を開催した、来期は回数をふやして取り組みたいと、そんなことがありました。

協議事項は１件であります。

議案第８１号、補正予月でありますが、時間外手当が増額になっておると、どのよう

な部門なのかということに対して、８月末に全月ＰＴＡ研修会が兵庫県で開催されて、

但馬会場もあったということ、当町は但馬の事務局で、多くの会議がは要になったと。

また、スポーツ部門の中で、夜の事務作業が重なったと、そういうことから、根本的に

実質、職員が１名減になっているということがあるようであります。下期を見直しなが

ら、見込んで補正をしたということであります。

採決の結果、賛成多数で承認となったとこであります。

次は、税務課であります。

○議長（中井 勝君） 委員長、ちょっとお待ちください。

暫時休憩します。

午前９時１５分休憩

午前９時１６分再開

○議長（中井 勝君） 再開します。

○総務教育常任委員会委員長（中村 茂君） 戻しますのでっていいますと、もともと

の協議事項の部分ですか。

○議長（中井 勝君） はい。

○総務教育常任委員会委員長（中村 茂君） ほかの。戻していただきまして、こども

教育課、協議事項の分で２件ありました。いずれも。

○議長（中井 勝君） 全員賛成です。

○総務教育常任委員会委員長（中村 茂君） 全員賛成によって承認としたところであ

ります。

それから、生涯教育、協議事項１件についても、全員賛成で承認としたところであり
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ます。

税務課については、報告事項２件ありました。

特に質問がありませんでした。委員会資料を御清覧ください。

また、協議事項１件、補正予月ですが、これについても全員賛成で承認したところで

あります。

次に、企画課であります。

報告事項は８件でありました。

主な議論の部分で、ゆめぐりエクスプレスの湯村発が大きく減少しているが、その理

由はということがありました。ゆめぐりは砂丘での乗りおりがなくなったことが一番の

要因だそうであります。町民バス、岩美乗り継ぎ便とゆめぐりの関係についてですが、

岩美乗り継ぎ便は２３７％で大幅に増加しており、１４時発、ゆめぐり鳥取発に好影

響を示している内容ということがありました。

まちづくり懇談会の部分では、共通して、浜坂高校の通学支援や大型遊具の要望が多

くあったということがあります。通学に対して、通学支援はふるさと寄附金を活用して

考えたいと。大型遊具は事業費が高額であり、検討は進めていきたいということであり

ました。また、継続してまちづくり懇談会は実施していきたいと、そういう内容であり

ます。

また、まちづくり懇談会の参加が極端に少ない会場があった。温泉会場だったのです

が、懇談会参加が実質８名以下ということがありました。参加した議員も含めて８名だ

ったようであります。集客の方法なりも考えていきたいと、そういうことでありました。

交通対策で、大型店のバス停設置や集落での乗り合いタクシーのような事業はできな

いかということ。引き続き研究をしていきたいということであります。

地方創生戦略、ＫＰＩがあるが、その設定についてはどのようにしたのかということ、

また、この創生戦略の情報共有の範囲はということがありました。２７年度地方創生戦

略を定め、ＫＰＩの基準値は２９年度時点での数値をもとに、目標である３１年度を目

標とした数値目標として設定したものであるということ。情報の共有範囲ですが、推進

本部はもちろん、策定時にかかわった協働まちづくり委員会など、状況を報告し、意見

をいただいているということでありました。

地方創生戦略で移住定住はゼロ件ということであります。この件で、移住の定義は決

まっているのかということがありました。移住の定義は、相談を受けた事例の結果とし

ております。相談受けて移住した方をカウント１と、そのような方式であります。結果

的にはゼロということでありました。

風力発電のその後の状況ですが、風力発電についての会社側の経過の報告が入ってな

いということがあります。これについては順調ではないというあらわれであると、そん

なことを評価しているようでありますし、先進の青森、長崎については、詳細は不明で

あるということでありました。
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おんせん天月にあるドローンの活用ですが、また、ワーケーションの状況を聞きまし

た。ドローンは既に納品されておるが、活用についてはこれからということがあります。

ワーケーションはニーズ調査を行っている。さまざまな展開があるが、先行して取り組

みたいという思いであるようであります。組織づくりも進めたいということでありまし

た。

温泉活用で、地熱利用の環境省補助があるが、現在停止のバイナリー発電に活用でき

ないかということがありました。廃熱利用であり、バイナリーの修繕には活用できない

という結果でありました。

また、がんばる地域事業、春来地区ですが、これに随伴補助４分の１の補助がありま

す。これについて率を上げてはどうかということでありますが、がんばる地域は稼ぐと

いうことも目標にしております。随伴は現行でいきたいと、そういう内容でありました。

詳しくは委員会資料を御清覧いただきたいと思います。

次、総務課であります。

報告事項は４件でありました。

主な議論の部分で、今回事件があったが、公有財産の処分の研修というものはしてい

るのかということ、総務課にこの件についての相談はあったのかという質問がありまし

た。財産処分の研修は特に行っていないということ。また、総務課への相談は実質的に

はなかったということ、行政財産の所管は各担当課にあるという話でありました。

また、農林水産課の公有財産の事件は、内部でどうなっているのかということ、また、

６月の不適切な議会傍聴の懲罰の扱いについてはどうかと。農林水産課の件については、

懲罰委員会を開催し、内部調査を行っておるということ。処分は今後行う予定であると。

また、不適切な議会傍聴の件については、悪意のなかったものであり、懲罰委員会の扱

いとしてはしてないということでありました。農林水産課の公有財産の事件については、

所管の委員会で報告したいという答弁でありました。

また、懲罰委員会の開催に一貫性がないというような意見もありました。懲罰委員会

は戒告以上の処分、懲戒処分が対象としてると。訓告、厳重注意は対象外であり、桐岡

の処分は今後になる予定であると。

それから、行政改革の今後の基本方針で、香美町を例示している部分があると。当町

ではできていない、劣っているというあらわれかということがありました。そうではな

くて、よいものは取り入れる、新しい視点でという意味であるということでありました。

ふるさと寄附金の使途は、条例改正した後、翌年度、直ちに改正使途で使用できるの

かと。これについては、ふるさと寄附金の使途、時期について調査したいということで

ありました。詳しくは委員会資料を御清覧ください。

協議事項は３件でありました。

⑴番、議案第６７号、新温泉町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の

制定についてでありますが、地方公務員法の一部改正と地方自治法の一部改正があり、
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特別職の任用及び会計年度任用職員の規定が整備されたことに伴い、制定するものであ

ります。既に制度については全員協議会で事前に説明を皆さんで受けたところでありま

す。条例の対象者は２５９名であります。また、職員団体との交渉がまとまったことか

ら、町会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則が当日配付となり、あ

わせて説明を受けたものであります。新制度であり、詳しい説明となりました。条例、

規則とも、令和２年４月１日の施行となります。また、職員団体との事務折衝なり交渉

については、現在６回ほど開催して、双方が確認したところであるということでありま

す。

主な議論の部分で、会計年度任用職員のフル、パートとも時間外勤務を命じることが

できるのかということに対して、は要によって命令をするということであります。

任命権者の定義についてありました。任命権者の定義と任命権者の権限についての質

問でありますが、基本的には町長が任命権者、しかし、出向先の議会なり教育委員会、

農業委員会の長も任命権者となり得るということがありました。

任命権者に権限を付与した表現があるかということに対しては、本町では実質的には

同一の扱いとすべきである。ですから、町長の権限の中と同一の扱いとすべきであろう

ということでありました。

退職手当については、条件を満たせば、県退職手当組合に加入することになる。引き

続き勤務の場合の給与については、再度の任用の場合、昇給はあると。昇給幅は、フル、

パートとも同一の扱いであるということでありました。

また、休暇中の無給休暇があるが、給与等の精月については、無給も権利であり、選

択できるということ。給与は日割り計月となると。

また、年齢制限がなくなったが、問題はないのかということ。これについては、１年

度雇用で定年もないということ。また、均等な機会の提供でいえば、年齢制限はは要で

ない。健康で１年間通じて働ければ問題はないが、それについては試験の段階で判断さ

れることになるということでありました。

それから、月の財こ措置の質問がありました。月の制度であり、交付税措置を要望し

ているという内容でありました。採決の結果、全員で承認したところであります。詳細

は委員会資料、また議案資料を御清覧いただきたいと思います。

議案第何号かな、教育委員会の委員の任命同意についてであります。現、田中幸吉委

員の任期満了に伴う提案については、説明を受けたとこであります。任命者については、

審議前の配付となるようであります。御承知ください。

次に、議案第８１号、一般会計補正予月については、異議なく承認したとこでありま

す。

次に、付託案件が１件あります。

教職員定数改善と義務教育費月庫負担制度２分の１復元を図るための、２０２０年度

政府予月に係る意見書採択の要請であります。既に提案者から説明を受けたとこであり
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ますが、そのときの説明で、１件の質問が出されておりました。それについてもあわせ

て調査したとこであります。

請願、意見書の送付とあわせて、全月的には同一の動きがあります。この件は全月知

事会、中核市市長会、指定都市市長会、日本ＰＴＡ全月協議会からの要望、意見書の提

出があるということやら、衆議院、参議院の文部科学委員会での決議もなされておると、

そういうことがあるようであります。

また、日教組と文部省のやりとりの状況では、文部省交渉では一定の理解が示され、

財務省に予月要望を毎年してるということがあるようであります。ただし、予月確保が

できずに、継続の案件となっているようであります。

兵庫県においては、２年生から４年生においては、教員の加配で、実質１学級３５人

学級ができておるということ。５、６年は兵庫型教科担任制において加配されていると

いうことがあります。あくまでも兵庫独自の施策であり、早期の制度化を月に求めたい

ところであるということ。この請願活動ですが、現状の教育環境を守るという意味から

も、継続的に取り組む方針であるということやら、今回の意見書採択と、関係機関への

意見書の提出をお願いしたいと、強い意向をお持ちでありました。こういう内容のもと、

審議の結果、委員会として全員の賛成で採択したところであります。追加議案で意見書

を提出しますので、御賛同いただきたいと思います。

その他、（仮称）新温泉町風力発電事業計画に反対することを求める要望書でありま

す。本議会は既に反対の働きかけとして、平成３０年６月２６日、兵庫県知事宛てに

（仮称）新温泉町風力発電事業についての意見書を提出して、同調した動きを行ってい

るという状況であります。要望者においては、地域において反対の輪を広げてほしいと、

そんな気持ちを持って賛同していったとこでありまして、当委員会としては、全会一致

で要望書を採択したとこであります。

最終ですが、閉会中の継続審査といたしまして、８項目を確認して、議長に申し出る

ことといたしました。

長くなりました。以上で総務教育常任委員会の報告といたします。

○議長（中井 勝君） 総務教育常任委員長の報告が終わりました。

委員長報告のうち、協議事項について質疑があればお願いいたします。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） 総務課のところで、協議事項、新温泉町会計年度任用職

員の給与及び費用弁償に関する条例の制定についての審議をなさったわけでありますけ

ども、組合との関係は合意はできたんでしょうか、当局。その上でこういう提案をされ

てるのかどうなのか、その点お聞かせください。

○議長（中井 勝君） 中村委員長。

○総務教育常任委員会委員長（中村 茂君） 先ほども少し申したと思うんですが、職

員団体、臨職労も含めて、６回の交渉、事務折衝を行った後に、内容については双方が
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承認というか、承諾して、この条例なり、規則なりが出たと、ということであります。

○議長（中井 勝君） そのほか。

１２番、浜田直子君。

○議員（12番 浜田 直子君） 済みません、重なるかもわかりませんが、浜坂認定こど

も園と大庭認定こども園の整備についてです。方向性、時期等について、委員の方から

意見、質問等はありましたでしょうか。

○議長（中井 勝君） 中村委員長。

○総務教育常任委員会委員長（中村 茂君） この９日、第１番、こども教育課であり

まして、傍聴者が数名おられました。あっ、すごいな、きょうはと思って。どうも内容

を想定すると、浜坂認定こども園のこのアンケート結果についてのお話が聞きたかった

ようでありました。そういう部分で、すごい関心が高かった内容だと思います。浜坂の

状況については、よく御存じだと思うんですが、大庭が、それからちょっとおくれてる

んじゃないかという意見があって、確認をしました。浜坂地域全体の認定こども園のあ

り方なり、そういうところが大庭の見方、浜坂の見方をしていかないと、ちぐはぐにな

るということがありまして、確認したところでは、決して忘れてるもんではないという

こと。大庭は大庭なりの、改築するかは別として今後のあり方については今検討をして

いるところであるという結果でありました。

○議長（中井 勝君） よろしいですか。

○議員（12番 浜田 直子君） 時期について。（「協議事項ではありません」と呼ぶ者

あり）

○総務教育常任委員会委員長（中村 茂君） そうです。協議事項ではありません、そ

ういう内容でありました。そうですね。協議事項じゃない。

○議長（中井 勝君） そのほか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。ありがとうございました。

中村委員長、ありがとうございました。

次に、産業建設常任委員会が９月１０日に開かれております。

委員長から報告をお願いいたします。

岩本委員長。

○産業建設常任委員会委員長（岩本 修作君） それでは、産業建設常任委員会の報告を

いたします。

９月１０日に牧場公園課、農林水産課、建設課、商工観光課、４課の所管事務調査を

行いました。

まずは、牧場公園課でございます。

開会前に、地域再生協働員として、県版の地域おこし協力隊として、７月１日から牧

場公園課に配属された安本宏さんの紹介がありました。安本さんは大阪府枚方市の出身
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で、東京のＩＴ関連会社に勤務をしております。ＩＴ知識を地方創生や牛飼いの仕事に

活用したいということで、本協働員に応募したということでございます。現在はＩＴを

活用した但馬牛飼養農家を目指しまして、公園業務に取り組んでいるということでござ

いました。

次に報告事項です。７件ありました。

来園者の状況についてでございます。７月、８月の来園者が、天候不良や台風、暑さ

によって、前年度より減少しているということでございます。

次に、但馬牧場公園施設整備事業についてでございます。老朽化が著しいゲレンデの

人工芝を撤去いたしまして、天然芝に張りかえを行うということでございます。今後の

スケジュールといたしまして、９月下旬の牛まつり後に工事着工いたしまして、令和２

年の３月には工事を完了予定ということでございます。

次に、人と自然の博物館との連携ということで、博物館の機能強化と牧場公園の新た

な魅力創出、親子連れを対象とした新たな来園者の獲得を目的に、平成３０年度から三

田市の人と自然の博物館、ひとはくとコラボをイベントとして実施しているということ

でございます。今年度は牧場公園での「むし・うし・そうめん流し」のコラボイベント

は、雨にもかかわらず、３２５名の参加があったということでございます。

次に、農林水産課でございます。

報告事項が９件ありました。

兵庫県美方地域の但馬牛システムに係る世界農業遺産、遺産認定申請についてでござ

います。今後のスケジュールといたしまして、１０月に世界農業遺産認定申請書を提出

いたしまして、その後、書類審査及び現地調査を行いまして、令和２年の秋ごろに結果

発表があるということでございます。

次に、鳥獣処理施設整備事業の進捗状況についてでございます。本定例会１日目の委

員会報告で報告をいたしましたが、受注生産のためおくれていた貯留槽は搬入をされた

ということで、１０月１日からの受け入れをするということでございます。また、解体

従事者につきましては、多可町で３者協議を行うということでございます。利用者説明

会は、現在、日程調整ということで、事務員についてはめどがついたということで、今

後詳細を詰めていくということでございます。処理を行うのはｃａｍｂｉｏだが、労働

条件を決めるのは誰という質疑に対し、労働条件は３者協議で決めていくということで

ございます。

次に、桐岡地区、立木の伐採についてでございます。この件も定例会１日目に報告を

いたしましたが、質疑がありましたので報告をいたします。

現地確認をするまでに確認はしなかったのかという質疑に対し、当初は立木だと思っ

ておらず、雑木だと思っていたと。その後、総務課に報告をしたが、総務課は、木の管

理なので農林水産課に任せたということでございます。その後、現地確認も１人で行っ

たということでございました。また、ヒノキの損害額は幾らなのかという質疑で、現在
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見積もりをしているところで、９月の役員会で協議をするということでございます。今

後は現地確認に行く際は、カメラなどを持っていき写真を撮っていれば、また、１人で

現地確認に行っても間違えることはないという意見もありました。

次に、協議事項でございます。美方郡広域事務組合規約の変更についてでございます。

これは平成２２年に月の方針で、農業共済団体の組織体制について、１県１組合化への

移行を推進するということで、兵庫県では平成３０年に協議会を設置し、平成３１年に

締結をして、令和２年の４月以降は県１つの組織、兵庫県農業共済組合による事業実施

を行うということでございます。これは賛成多数で、委員会として了承いたしました。

次に、美方郡広域事務組合の共同処理する事務の変更に伴う財産処分に関する協議に

ついてでございます。これも賛成多数で、委員会として了承いたしました。

次に、令和元年度新温泉町一般会計補正予月（第２号）についてでございます。委員

会として了承をいたしました。

次に、建設課でございます。報告事項は６件ありました。

最初に、山陰近畿自動車道、浜坂道路Ⅱ期の進捗状況でございます。現在は境界測量

を引き続き行い、８月以降は用地測量、用地買収を行っているという状況でございます。

また、井戸調査は、以前は４月ごろから行う予定ではございましたが、調査に時間がか

かったため、９月から行うということでございます。

また、浜坂道路Ⅱ期の起工式典ですが、開催は１１月から１２月中旬ということで、

現在、県と調整中ということでございます。場所は居組コミュニティセンター、浜坂北

小学校体育館、多目的集会施設のどれかを予定をしているということでございます。

次に、月道１７８号、道路改良及び街路事業についてでございます。現在は詳細設計、

用地測量を行っている状況で、また歩道橋に関する質疑で、歩道橋の処理はどうするの

かという質疑がありました。住民説明会や小・中ＰＴＡには歩道橋は撤去すると説明は

しているが、しかし、安全を確保するために、町としては歩道橋を残してほしいという

ことで、今現在、県と協議をしているということでございます。

次に、土砂災害特別警戒区域の指定についてでございます。土砂災害特別警戒区域は、

建物が破壊され、人命に大きな被害が生ずるおそれがある区域で、浜坂地区は現在見込

みで２５３カ所、１０月に住民説明会を予定しとるということでございます。温泉地域

は昨年に指定され、２４４カ所ということでございます。

次に、協議事項でございます。

条例改正についてです。新温泉町十字谷残土処分場条例の一部改正について、また、

新温泉町下タ山公共建設残土処分場条例の一部改正についてでございます。ともにこれ

は消費税に伴うものであります。委員会として了承をいたしました。

次に、令和元年度補正予月についてでございます。新温泉町一般会計補正予月（第２

号）については、委員会として了承いたしました。

○議長（中井 勝君） 暫時休憩します。
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午前９時４０分休憩

午前９時４１分再開

○議長（中井 勝君） 再開します。

岩本委員長。

○産業建設常任委員会委員長（岩本 修作君） 訂正いたします。新温泉町十字谷残土処

分場条例の一部改正について、また、新温泉町下タ山公共建設残土処分場条例の一部改

正についてでございます。これはともに消費税に伴うものであります。賛成多数で、委

員会として了承いたしました。

次に、令和元年度補正予月についてでございます。

新温泉町一般会計補正予月（第２号）については、全員賛成で委員会として了承いた

しました。

次に、新温泉町浜坂地区残土処分場事業特別会計補正予月（第２号）、また、新温泉

町温泉地区残土処分場事業特別会計補正予月（第２号）、いずれも全員賛成で、委員会

として了承いたしました。

次に、追加予定議案でございます。平成３０・３１年度新温泉町（新）残土処分場建

設工事請負変更契約の締結についてでございます。変更理由といたしまして、地盤改良

材の添加量の増加及び岩質の変更に伴う掘削工法等の変更並びに消費税の税率引き上げ

による契約変更でございます。当初、請負金額は１３に ８４０こ月でしたが、変更後

は１６に ５１７こ ５００月になるということでございます。工事内容が変更になっ 

たことで、工期の延長にはならないかという質疑に対し、３月末完了を予定していると

いうことでございます。いずれも委員会として了承をいたしました。

次に、商工観光課でございます。

報告事項は４件ありました。

最初に、施設管理の現状と問題点でございます。自然環境整備交付金事業施設につい

てです。シワガラの滝入り口駐車場、霧滝の入り口駐車場とも、３０年度繰越予月分の

工事は予定どおり進行中で、１２月には完成予定ということでございます。また、遊歩

道を含む全事業の完成は、令和２年度以降になるということでございます。完成後は町

で管理をするということで、当初は９月議会に施設設置管理条例の上程をし、１２月に

指定管理に向けて議案を上程をする予定ではございましたが、町が管理を行うというこ

とで、施設設置管理条例の上程は１２月にするということでございます。

次に、新温泉町プレミアム付商品券事業についてでございます。消費税増税対策プレ

ミアム付商品券事業ですが、非課税対象者が ３１１人で、 ５３６世帯、そのうちの 

申請者数は９月９日現在では５４３人、２⒊５％ということで、非課税対象者に対して、

町がもっと後押しをしてはという質疑に対し、非課税対象者は高齢者の方が多いという

ことで、申請するのには難しいといった答弁でございました。今後は月作成のポスター
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及びチラシを公共施設に掲示をする予定ということでございます。

次に、協議事項でございます。

新温泉町商店街活性化拠点施設条例の一部改正についてでございます。これは新温泉

町商店街活性化拠点施設条例に指定管理ができる条文を追加をするということで、現在

の管理体制は、杜氏館は直営管理、商店案内所は湯村温泉観光協会ということで、商店

案内所も杜氏館も同一条例に位置づけられているため、指定管理についても一体的な管

理が適当ということで、この２施設を管理するために指定管理を行いたいということで

ございます。これも委員会として了承いたしました。

次に、令和元年度新温泉町一般会計補正予月（第２号）についてです。これも委員会

として了承いたしました。

次に、閉会中の継続調査については、引き続き、委員会として委員長に申し入れをす

るということといたします。

以上で産業建設常任委員会の報告といたします。

○議長（中井 勝君） 産業建設常任委員長の報告が終わりました。

委員長の報告のうち、協議事項について質疑があればお願いいたします。ありません

か。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

これで質疑を終わります。

岩本委員長、ありがとうございました。

次に、環境福祉常任委員会が９月１２日に開催されております。委員長から報告をお

願いします。

谷口委員長。

○環境福祉常任委員会委員長（谷口 功君） 失礼いたします。環境福祉常任委員会の

報告を行います。

町民安全課であります。

報告事項、⑴令和元年９月１日現在の人口統計についてから、⑻の工事発注状況及び

進捗状況についてまで、委員会資料を御清覧いただきたいと存じます。

⑶の廃棄物施策の取り組み状況についてでありますが、北但クリーンセンターに一番

遠隔地にある我が町の直接搬入台数が前年比１１⒍５％に増大していることは、計画収

集に問題はないのかを含め、調査、検討を求めました。また、第９期市町分別収集計画

と新温泉町一般廃棄物処理基本計画を策定中であることが報告をされております。

⑹の行方不明者捜索活動手順については、美方警察、美方広域消防、町行政、消防団、

地元住民の連携協力による捜索活動の手順などがまとめられております。

⑺の新温泉町ひょうご防災リーダー等育成助成金交付要綱がまとめられております。

委員会資料を御清覧をいただきたいと思います。
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２の協議事項であります。

⑴議案第６８号、新温泉町印鑑条例の一部改正については、住民基本台帳法施行令等

の一部を改正する政令が公布されたことによる条例改正であります。

⑵の令和元年度新温泉町一般会計補正予月（第２号）について、⑶の追加予定議案で

あります新温泉町防災行政無線（デジタル同報系）整備工事請負変更契約の締結につい

ての、３件ともに委員会として了承いたしております。

次に、健康福祉課であります。

１の報告事項であります。

⑴令和元年度月民健康保険事業医療給付費の状況についてから⒄地域医療における公

立病院のあり方、講演会の実施結果についてまで、委員会資料を御清覧をいただきたい

と思います。

⒁の町外出支援サービス実施要綱の一部改正並びに⒂高齢者福祉タクシー助成事業及

び新温泉町外出支援サービス事業の併用申請については、利用者の利便性を図るための

改善がなされております。

２の協議事項であります。

⑴議案第８１号、令和元年度新温泉町一般会計補正予月（第２号）について、⑵議案

第８２号、令和元年度新温泉町月民健康保険事業特別会計補正予月（第２号）について、

⑶議案第８３号、令和元年度新温泉町後期高齢者医療特別会計補正予月（第１号）につ

いて、⑷議案第８４号、令和元年度新温泉町介護保険事業特別会計補正予月（第２号）

については、それぞれ提案どおり了承をいたしました。

次に、上下水道課であります。

１の報告事項であります。

⑴下水道接続率報告書についてから、⑷新温泉町指定給水装置工事事業者に関する規

則の一部改正については、委員会資料から御清覧いただきたいと思います。

⑷の新温泉町指定給水装置工事事業者に関する規則の一部改正については、成年被後

見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律の

公布に伴い、関係する規則を整備するものであります。詳細は委員会資料を御清覧いた

だきたいと思います。

２の協議事項であります。

⑴議案第８１号、令和元年度新温泉町一般会計補正予月（第２号）について、⑵議案

第８７号、令和元年度新温泉町七釜温泉配湯事業特別会計補正予月（第１号）について、

⑶議案第８８号、令和元年度新温泉町水道事業会計補正予月（第２号）についてまで、

それぞれ提案のとおり了承をいたしました。⑷の議案第７２号、新温泉町温泉供給条例

の一部改正についてと⑸の議案第７３号、新温泉町水道事業給水条例の一部改正につい

ては、消費税増税に伴うもので、委員長を除いて了承をいたしております。⑹議案第７

４号、新温泉町水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格要件並びに水道技術管理者
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の資格要件に関する条例の一部改正については、委員会として了承をいたしております。

⑺議案第７５号、新温泉町下水道条例の一部改正についてと、⑻議案第７６号、新温泉

町生活排水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部改正については、消費税増税に

伴う利用料の改定であり、委員長を除いて了承をいたしております。

次に、公立浜坂病院であります。

１、報告事項、⑴の公立浜坂病院事業の利用状況等についてから⑺その他まで、委員

会資料を御清覧をいただきたいと存じます。

昨年期、経営状況が少し下がっているとの報告となっております。委員会資料を御清

覧いただきたいと存じます。

２の協議事項、⑴議案第７７号、新温泉町病院事業の設置等に関する条例の一部改正

については、消費税増税に伴う改定であり、委員長を除いて了承をいたしております。

⑵の議案第８９号、令和元年度新温泉町公立浜坂病院事業会計補正予月（第２号）につ

いては、了承をいたしました。以上であります。

○議長（中井 勝君） 環境福祉常任委員長の報告は終わりました。

報告のうち、協議事項について質疑があればお願いいたします。ありませんか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） 質疑ありません。これで質疑を終わります。

谷口委員長、ありがとうございました。

次に、議会運営委員会が９月５日に開かれておりますので、委員長からその報告をお

願いします。

中井次郎委員長。

○議会運営委員会委員長（中井 次郎君） それでは、御報告させていただきます。

９月５日に行われました。協議事項１件のみでございます。閉会中の継続調査申し出

についてを議論をいたしました。

１番、次期議会開催に関する事例について、２番として、議長の諮問に関する調査研

究について、３番として、議長の臨時会招集請求権の付与について、以上、協議をいた

した結果、この閉会中の継続調査申し出について、議長に送られることを決めました。

以上でございます。

○議長（中井 勝君） 中井委員長、ありがとうございました。

これで委員会報告を終わります。

次に、町長から報告があればお願いいたします。

○町長（西村 銀三君） ありません。

○議長（中井 勝君） 以上で諸報告を終わります。

暫時休憩します。５分まで。

午前 ９時５５分休憩
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午前１０時０４分再開

○議長（中井 勝君） それでは、休憩を閉じ、会議を再開いたします。

・ ・

日程第２ 報告第５号

○議長（中井 勝君） 日程第２、報告第５号、健全化判断比率及び資金不足比率の報

告についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律の規定により御報告申し上げるものであります。

内容につきまして、総務課長が説明をいたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） それでは、報告第５号、健全化判断比率及び資金不足比率

について報告をさせていただきます。

根拠法令は、財政の健全化に関する法律、いわゆる財政健全化法です。それの第３条

第１項、これが健全化判断比率、第２２条第１項、これが資金不足比率で、それぞれ規

定に基づき報告をいたします。

説明の都合上、まず、審議資料の５ページをごらんください。資料上段の現行制度を

ごらんください。財政状況を健全、早期健全化、再生と３つの段階に分類しております。

このうち早期健全化が要注意ライン、再生が危険ラインとなります。まず、健全段階で

すが、旧制度の反省を踏まえた指標の整備と情報開示の徹底として、フロー指標では実

質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率の３つの指標を定め、ストック指標と

しては将来負担比率を定めております。公営企業では、資金不足の比率により健全化を

判断いたします。要注意ラインである早期健全化段階になると、自主的な改善努力がは

要となり、財政健全化計画を策定し、実施状況を毎年議会に報告することとなります。

そして、早期健全化が著しく困難な場合は、総務大臣または知事がは要な勧告を行うこ

とになります。さらに悪化して、財政の再生段階となると、財政再生計画を策定して、

それを総務大臣が同意する、また、同意が得られなかった場合については、起債の制限

を受けることになります。また、財政運営が計画に適合しないと認められる場合には、

予月の変更を勧告されるなど、月の関与を受けることになります。

６ページをごらんください。このページは、５つの指標それぞれの基準に関する資料

です。下の表で縦に５指標を上げ、その横にそれぞれの段階を表示し、基準となる指数

を示しております。例えば実質公債費比率では、２５％を超えれば早期健全化団体とな

り、３５％を超えたら財政再生団体となります。ただ、ここでは、健全段階であっても

１８％を超えたら地方債の発行、手続上、協議、許可がは要となります。また、将来負

担比率及び資金不足比率の再生段階の基準は設定されておりません。
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７ページは同様の内容ですので、説明は省略をいたします。

めくっていただいて、８ページをごらんください。それぞれの指標の対象となる会計

等の範囲を示す図でございます。５つの比率の対象範囲を矢印で示しております。実質

赤字比率は、本町でいえば、一般会計及び浜坂・温泉各残土処分場事業会計が対象とな

り、連結実質赤字比率は全会計、また、実質公債費比率は全会計に加えて、一部事務組

合等への負担金のうち準元利償還金に当たるものを加えます。それから、将来負担比率

では、実質公債費比率の範囲にさらに第三セクターなどへの負担金等のうち、債務負担

に係るものを加えることとなっております。資金不足比率につきましては、特別会計の

中でも地方財政法上の公営企業会計が対象となります。

資料９ページ以降は、５つの指標の計月式等の月出根拠を示しております。詳細は省

略をさせていただきます。後ほど御清覧ください。

それでは、審議資料の１ページに戻っていただきまして、平成３０年度決月に係る財

政健全化判断比率等５指標の積月について概略を説明いたします。

まず、実質赤字比率です。一般会計等の実質赤字の標準財政規模に対する比率をあら

わしております。対象となる会計は一般会計に加え、浜坂及び温泉の残土処分場事業特

別会計となります。表中の（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）は計月上の分子となります。（Ｄ）

が分母となります。（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）は、赤字の種類で繰り上げ充用額、支払い

繰り延べ額、事業繰越額ですが、３種類とも発生しておりませんので、ゼロと記載して

おります。分母となる（Ｄ）の標準財政規模は、その団体が１年間に標準的に収入し得

る経常一般財こでございます。中身の主なものは、町税、普通交付税となります。この

標準財政規模が資金不足比率を除く４指標の分母または分母の中心となる数値となりま

す。表のとおり、分子となる額がゼロですので、実質赤字比率は横バーで該当なしとな

ります。

２ページをごらんください。連結実質赤字比率です。全会計を対象とした実質赤字の

標準財政規模に対する比率をあらわしております。表の左側には、町全体１１会計の実

質収支、資金不足または資金剰余額を記載しております。⑴から⒀で赤字が発生してい

るのが、⑵の浜坂地区残土処分場事業会計でございます。これは一般会計という同一の

種類の中で、繰り出し、繰り入れを純計操作している関係上、発生しているものでござ

います。一般会計等全体では黒字となっております。それから、下から３行目の（Ａ）

欄である連結実質赤字額は計月上の分子となりますけども、黒字ですので、該当なしと

なり、よって、連結実質赤字比率においても横バーで該当なしとなります。次に、表の

右側の細長い列の資金不足比率でございます。地方財政法上の公営企業５会計である浜

坂温泉配湯事業から七釜温泉配湯事業まで、それぞれの事業規模に対する資金不足額の

比率ですけども、資金不足額は発生しておりませんので、全て横バーで該当なしとなり

ます。

続いて、３ページをごらんください。実質公債費比率です。一般会計等が負担した元
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利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率でございます。対象は町の全会

計１１会計と一部事務組合等です。計月上、３年間の平均となりますので、平成２８年

度から平成３０年度の数値を記載しております。⑴から⑿が分子、それから⒀から⒃が

分母で、分子のうち１から６がプラス要因、それから、７から１２がマイナス要因、差

し引き（Ａ）が分子の計で５に ６７５こ月となります。前年度より ２３４こ ００  

０月増加しておりますので、上昇する傾向でございます。次に、分母ですけども、⒀か

ら⒂が標準財政規模でプラス要因、⒃がマイナス要因ですが、分子と同じ額を差し引き

ます。結果、分母の数値は普通交付税の減少に伴い、減少傾向でございます。平成３０

年度における実質公債費比率は３カ年平均で月出いたします。小数点以下２位未満を切

り捨てといたしまして１２％となりました。一番下のところに書いてある数値でござ

います。昨年度が１８％でしたので、６ポイント減少しております。近年はずっと

減少傾向で推移しております。

次に、４ページをごらんください。将来負担比率でございます。一般会計等が将来負

担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。負債がおおむ

ね１年間の標準的な収入の何年分に当たるかというようなイメージでございます。計月

上の分子は、表の⑴から⑻がプラス要因、⑼から⑾がマイナス要因となります。分子の

小計は３５に ５７９こ ０００月で、  ⑴、⑶が減り、⑼がふえたため、前年度と比較

して減少しております。次に、分母ですけども、⑿の標準財政規模がプラス要因、それ

から、⒀から⒅がマイナス要因で普通交付税月入分でございます。小計が４８に ９８

９こ ０００月となりまして、こちらも前年度と比較して減少しております。結果、分

母に比べて分子の減少のほうが大きく、比率は７⒉６％と、前年度と比較して⒋６ポイ

ント減少いたしました。この比率も実質公債費比率と同様、近年減少傾向で推移してお

ります。

それでは、議案に戻っていただきまして、議案の裏側になります。今審議資料で報告

しました計５つの指標について報告をいたします。まず、健全化判断比率ですが、実質

赤字比率及び連結実質赤字比率は発生しておりません。実質公債費比率が１２％、将

来負担比率が７⒉６％と４指標とも健全段階でございます。次に、下の表です。資金不

足比率ですけども、５会計とも発生いたしておりません。したがいまして、町全体とし

て現在は健全段階でございますが、引き続き、町債の発行、基金の造成など十分配慮す

るとともに、病院等の経営改善に努めてまいりたいと思います。

以上、どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

暫時休憩します。

午前１０時１７分休憩

午前１０時１７分再開
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○議長（中井 勝君） 再開します。

ここで、監査委員から健全化判断比率及び資金不足比率に係る監査報告を受けたいと

思います。

川﨑代表監査委員から審査報告をお願いします。

○○○○○委員（○ 雅洋君） それでは、健全化判断比率及び資金不足比率の審査報

告をいたします。

平成３０年度決月に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について、去る８月５日、

小林監査委員と審査を行いました。

審査につきましては、事前に提出がありました健全化判断比率及び資金不足比率並び

にその月定の基礎となる事項、係数を記載した書類が適正に作成されているかについて

審査を行いました。

健全化判断比率中、実質公債費比率は３０年の単年度では１６％になりますが、３

カ年平均は１２％となり、前年比６ポイント改善されています。将来負担比率は前

年対比で⒋２ポイント改善され、７⒉６％となっています。

次に、資金不足比率におきましては、５会計全てにおいて資金不足は生じておりませ

ん。しかし、今後とも効率的、効果的な行財政運営を進められ、引き続き財政基盤の安

定化に努めていただきたい。

なお、公立浜坂病院事業会計につきましては、特別利益による改善でありますので、

経営健全化に向けた抜本的な取り組みを徹底していただきたい。

審査の結果でございますが、月定の基礎となる書類は、いずれも正確に作成されてい

たと認めました。

以上、審査報告といたします。

○議長（中井 勝君） 監査委員の審査報告は終わりました。

これから質疑に入ります。

質疑をお願いいたします。ありますか。ありませんか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。これをもって質疑を終結し、報告を終わります。

暫時休憩します。

午前１０時２０分休憩

午前１０時２１分再開

○議長（中井 勝君） 再開します。

・ ・

日程第３ 議案第６５号

○議長（中井 勝君） 日程第３、議案第６５号、美方郡広域事務組合規約の変更につ

いてを議題といたします。
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上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、兵庫県農業共済組合が設立されることに

伴い、共同処理する事務の内容が変更となるため、所要の改正を御提案申し上げるもの

であります。内容につきまして、農林水産課長が説明いたします。よろしくお願いいた

します。

○議長（中井 勝君） 松岡農林水産課長。

○農林水産課長（松岡 清和君） それでは、議案第６５号、美方郡広域事務組合規約の

変更について御説明をさせていただきます。説明の都合上、審議資料の１３ページをお

願いいたします。

平成２２年に農業共済団体の組織体制につきまして、月から１県１組合化への移行を

推進する旨の通知を受け、兵庫県では平成３０年１月に新組合設立推進協議会を設置し、

当町におきましても、平成３１年２月１日に開催をされました議会全員協議会の中で郡

広域事務組合事務局からの説明を受け、御協議をいただきまして、平成３１年４月の２

２日に覚書が締結をされ、令和２年４月以降、県内２６の市町一部組合を県一つの組織

として、兵庫県農業共済組合により事業を実施することになっております。図に示して

おりますとおり、共済課につきましては、香美新温泉事務所となりまして、現在の事務

所の１階を予定をしております。

これによるメリットといたしまして、４点記載をいたしておりますけれども、その下

段にありますとおり、今後も住民サービスが低下しないように、従来どおり役場に書類

受け付け窓口を設置するとともに、定期的に情報交月会議を開催するなど、連携を図っ

ていくは要があります。

１県１組合化への移行に伴いまして、規約改正を行うものでございます。２に概要を

記載をしております。

１点目といたしまして、美方郡広域事務組合の共同処理事務から農業共済事務等がな

くなるため、農業共済事務等に関する条文を削除いたしまして、２点目として、組合議

員定数を削減するといった内容でございます。

審議資料の１１ページから１２ページが新旧対照表となっております。

初めに、１１ページでございます。ただいま申し上げましたとおり、第３条の共同処

理する事務のうち、第１項第２号の事務を削除をいたしまして、第３号から第５号を一

つずつ繰り上げるものでございます。

次に、第５条の議会の組織におきまして、第１項に当たる議員定数を１２人から１０

人に変更いたしまして、第１項第１号は両町議長ですのでそのままとして、第２号にお

いて、関係町の議員の中から選出された者を５人から４人に変更するものでございます。

次に、第１０条の経費支弁の方法について、第１項第２号の農業共済事務に要する経

費の説明を削除いたしまして、第３条の変更に伴い、第３号から第６号までを一つずつ
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繰り上げまして、あわせて、対象となる号数を変更するものでございます。１２ページ

に移りまして、第２項第１号におきましても、同様に対象の号数が変更になります。ま

た、農業共済事務経費の月定には要な農家数の説明という部分がありますので、第２号

を削除するものでございます。

それから、第１１条の地方公営企業法の適用条項を削除いたしまして、第１２条を第

１１条に繰り上げるという内容でございます。

議案にお戻りいただきたいと思います。議案の次のページでございます。美方郡広域

事務組合規約の一部を変更する規約ということで、この附則でございます。第１項とし

て、この規約は令和２年４月１日から施行する。第２項といたしまして、組合の農業共

済事業及び農業経営収入保険事業に関する事務は、令和２年４月１日から兵庫県農業共

済組合が行う。

以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑はありませんか。

１５番、中村茂君。

○議員（15番 中村 茂君） ちょっと余り詳しくないもんで聞きたいんですけど、こ

れをもって、この農業共済事業に関する関係の条例規則っていうのは、これが最後でし

ょうかということ、それから、職員の件ですが、ここの職員は広域事務組合の職員でし

ょうか。そのことを確認しておきます。

○議長（中井 勝君） 松岡農林水産課長。

○農林水産課長（松岡 清和君） この件に関します、次に財産処分に関する協議という

部分がございます。この２件をもちまして、新しい組織に移行するというふうに考えて

おるところでございます。

この職員の関係につきましては、総務課長から回答させていただきます。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） この新組合の職員につきましては、現在の美方郡広域事務

組合の職員の派遣あるいは各市町からの職員の派遣、それから、会計年度任用職員の採

用等で職員を充てるという考え方でございます。

○議長（中井 勝君） １５番、中村茂君。

○議員（15番 中村 茂君） 農業共済事業は県下一本であるという部分で、そちらに、

来年の４月からそっちの側の職員がは要になると思うんですが、その職員というのは、

現行の美方郡広域事務組合職員が異動するんでしょうか、派遣なのか、その辺の部分と

いうのは、特に現行の職員から見た場合にどうなるのかなということが疑問です。形が

変わるんだから一緒になって職員もかわるのかなと思うけど、じゃあ、その辺というの

は、もう強制的にそうなるのか、それとも広域事務組合職員がおりたいと言ったらその

ままおれるのか、その辺はちょっと頭が整理できてないもんで改めて聞くんですが、い
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かがでしょうか。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 職員の身分については現行のままで、美方郡広域事務組合

のプロパー職員を兵庫県の農業共済組合に派遣するという形を想定しております。事務

所的には現在の事務所の中にございますので、例えばどこかに異動してというような状

況ではございません。

それから、先ほど１点漏れておりましたけども、農業共済組合の職員も１名配属され

ると伺っております。

○議長（中井 勝君） １５番、中村茂君。

○議員（15番 中村 茂君） 派遣ということが確認できました。ということは、派遣

元は美方郡広域事務組合ですから、美方郡広域事務組合の仕事に従事することもあり得

るということで理解したらいいんですか。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 派遣をいたしましたら、派遣先の仕事に従事をするという

ことになります。

○議長（中井 勝君） 暫時休憩します。

午前１０時３０分休憩

午前１０時３２分再開

○議長（中井 勝君） 再開します。

９番、谷口功君。

○議員（９番 谷口 功君） 昨年の覚書の締結のときから疑問が消えていないんです

けども、そもそもこの農業共済がどうなるのかと。例えば収入保険と農業共済に分かれ

る。その締結以降、どういう加入状況になっているんでしょうか。

農家にメリットがあるという説明なんですけど、本当の農業共済制度のそもそもは、

災害等、あるいは事故等があった場合に速やかにその地域の気候風土や条件に応じてき

ちんと救済されるかどうかと、災害補償がされるかどうかということが何よりも共済の

重要な役割です。しかし、この各県、１県１組合ということになれば、例えば兵庫県で

いえば、もう日本海側と瀬戸内側では全く気候、気象条件が違うわけですね。災害のあ

り方も全く違うわけです。これを一本化したら、財政基盤が強化されて、より有効な共

済制度になると思ったら大間違いで、全く適用の範囲が狭められるということは目に見

えています。

ここにメリットが４つ並べられていますけど、こんなメリット、メリットと言えるの

か。つまり農家にとってメリットがなければ仕組みのメリットなんて何の意味もないと

私は思うんですが、どういう状況になるんでしょうか。

○議長（中井 勝君） 松岡農林水産課長。
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○農林水産課長（松岡 清和君） ちょっと加入条件については把握をいたしておりませ

ん。

メリットということの中で、それをメリットと捉えるのか、デメリットと捉えるのか

ということになろうかなと思うんですけれども、やはり一定加入者の規模を維持するこ

とによって、そういった加入対象が全県に広がって掛金率の設定が期待できるというよ

うなこと、それから、いろんな制度を選択するということの中で、そういった専門職の

職員が対応することによって説明ができるという部分、それから、災害等もあるんです

けども、そういった災害について、市町を超えた取り組みということがメリットなのか

デメリットなのかということもあるんですけども、そういったことの中で、市町の区域

を超えた迅速なそういった評価ができて、支払いが可能になるということがメリットだ

と考えております。

ただ、デメリットということの中で、今言われましたように、距離が離れていくとい

うような心配が当然あるわけです。そういったことの中で、先ほども御説明させていた

だきましたとおり、今後どういう進め方になるのかわかりませんけれども、そういった

連携を強化していくという取り組みがは要になるのかなと考えております。以上です。

○議長（中井 勝君） ９番、谷口功君。

○議員（９番 谷口 功君） 収入保険が何件、農業共済が何件ということをお答えい

ただきたいと思うんですね。私、なぜこれ聞くかっていうと、収入保険は青色申告をし

ている農家でなければ加入できないと思うんですね。青色申告している農家っていうの

は、私たちの地域では大規模農家でなければそんなことはしない。それから、農業共済

も３反以上の耕作面積がなければ加入することができない。つまり、結局大規模農家し

か加入できないと。そもそもそこに、零細農家、小規模農家が集中している地域であり

ながら、こういうものをのまされてしまうということ自体が、私はこの月の共済１県１

組合というあり方は、日本の農業潰しだと言わざるを得ないものだと思うんですが、そ

の点はどのようにお考えですか。

○議長（中井 勝君） 松岡農林水産課長。

○農林水産課長（松岡 清和君） 共済とそれから収入保険の件数につきましては、確認

をして回答させていただきたいと思います。

それから、確かに今言われたような御指摘もあるとは考えますけども、やはりこうい

った情勢の中で１県１組合化で月全体が取り組んでいるという状況の中で、それに沿っ

て進めていくということもまた一つの考え方であるとは考えております。

○議長（中井 勝君） 暫時休憩します。

午前１０時３８分休憩

午前１０時３８分再開

○議長（中井 勝君） 再開します。
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松岡農林水産課長、どうぞ。

○農林水産課長（松岡 清和君） 先ほど答弁を漏らしておりました。収入保険の加入者

は３名でございます。それから、農業共済につきましては ２２２件でございます。以

上でございます。

○議長（中井 勝君） ９番、谷口功君。

○議員（９番 谷口 功君） およそ圧倒的多数は切り捨てられてしまうということで

すよね。ですから、私はこういう制度改悪はしないほうがいいと考えますが、答えよう

がないとは思いますけど、申し上げておきます。

○議長（中井 勝君） そのほか。

１１番、河越忠志君。

○議員（11番 河越 忠志君） 私、共済についても加入させていただいてるんですけど

も、弱小の共済組合が地域全体に被害が起こったときに支払いができなくなるというこ

とが起こると思うんです。基本的に保険会社っていうのは、保険会社だけが、例えば一

つの全ての損害に対する補償をするのではなくて、保険会社がまた保険に入ってという

格好にされてると思うんですけども、同じように共済組合についても、この共済につい

ては、美方郡だけではなくて、広い範囲にわたっての共同共済をされてるというふうに

私は認識してたんですけども、そういった意味では、共済についての中身は、要は補償

する能力ですね。それについては、広域で連携してるんではないかなと思ってたんです

けども、それについてはどうでしょうか。そうであれば、実際の共済能力としては、県

下全域なり、もっと全月的なり連携してるということであれば、組合の事務として変わ

るだけで、中身の補償能力については変わらないのではないかなと私自身はもう認識し

てたんですけども、だから、極端に言えば、大きなマイナスとかいうことについても心

配ないように感じてるんですけども、それについての見解、私の見解が合ってるのか違

ってるのか、そのあたりを教えていただけるでしょうか。

○議長（中井 勝君） 松岡農林水産課長。

○農林水産課長（松岡 清和君） 確認した上で回答させていただきたいと思います。

○議長（中井 勝君） 暫時休憩します。

午前１０時４１分休憩

午前１０時４８分再開

○議長（中井 勝君） 再開します。

松岡農林水産課長。

○農林水産課長（松岡 清和君） まず、先ほどの１０アール、３０アールのお話があり

ました。その関係につきましては、１０アールのまま変わりがありませんということを

回答いたしたいと思います。

それから、保険の関係ですけども、通常の小規模災害につきましては、当然組合が見
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ていくことになるわけですけども、県への再保険、また、県も月の保険に入ってるとい

うことの中で、大規模災害につきましては、そちらからの補填があるというようなこと

です。以上です。

○議長（中井 勝君） そのほか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

それでは、質疑を終結し、討論に入ります。

それでは、まず最初に、反対者の発言を許可いたします。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） ６番、中井です。議案第６５号の美方郡広域事務組合規

約の一部を変更する規約に反対いたします。討論させていただきます。

業務が一つ減ったということで、組合議会の議員の定数を減らすことは何の関係もな

いことだと思います。農業共済事業はなくなりますが、美方郡民にとって、当町にとっ

ても大切な消防業務、火葬業務を引き続き行うことになります。したがって、現在の定

数を維持するべきだと考えるところであります。以上であります。

○議長（中井 勝君） 次に、本案に対し、賛成者の発言を許可します。

〔賛成討論なし〕

○議長（中井 勝君） ありませんね。

これで討論を終わります。

これから本案を採決いたします。

採決は、起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（中井 勝君） 起立多数、１１名であります。よって、本案は、原案のとおり

可決されました。

・ ・

日程第４ 議案第６６号

○議長（中井 勝君） 日程第４、議案第６６号、美方郡広域事務組合の共同処理する

事務の変更に伴う財産処分に関する協議についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、美方郡広域事務組合の共同処理する事務

の変更に伴う財産処分について協議するため、地方自治法の規定により、議会の議決を

お願いするものであります。内容につきまして、農林水産課長が説明いたします。よろ

しくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 松岡農林水産課長。

－２８－



○農林水産課長（松岡 清和君） それでは、議案第６６号、美方郡広域事務組合の共同

処理する事務の変更に伴う財産処分に関する協議について、御説明を申し上げます。説

明の都合上、審議資料の１４ページをお願いをいたします。

先ほどの議案第６５号によりまして、美方郡広域事務組合の農業共済事務等を令和２

年４月１日から兵庫県農業共済組合が行うこととなりまして、引き継ぎの対象となる帰

属させる財産について協議をするために議会の議決を求めるものでございます。

先ほども御説明しましたとおり、平成３１年２月１日の議会全員協議会の中で御協議

いただきました覚書第６条の中で、組合等及び連合会は、新組合設立の日の前日現在に

おいて財産目録、貸借対照表及び損益計月書を作成して、これに基づく財産を適切に新

組合に引き継ぐものとすると明記をされております。財産といたしましては、有形固定

資産と農業共済管理の物品等でございまして、令和２年３月３１日の現在高で協議をす

ることになるわけですけれども、参考といたしまして、平成３０年度末の現在高につい

てそれぞれ記載をいたしております。

なお、農業共済組合特別会計廃止に伴います剰余金につきましては、組合議会の中で

御協議をされまして、令和２年度一般会計で受け入れて、決月認定後、新組合へ支払わ

れることとなります。

それでは、議案にお戻りいただきたいと思います。下記の記の１でございます。兵庫

県農業共済組合へ帰属させる財産、⑴有形固定資産、令和２年３月３１日現在高、⑵農

業共済管理の物品等、令和２年３月３１日現在高でございます。

以上で説明を終わります。よろしくお願いをいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑はありませんか。

１１番、河越忠志君。

○議員（11番 河越 忠志君） 兵庫県農業共済組合そのものが新たにできると思うんで

すけれども、当初資産の内容を教えていただけるでしょうか。

○議長（中井 勝君） 暫時休憩します。

午前１０時５４分休憩

午前１１時０９分再開

○議長（中井 勝君） それでは、休憩を閉じ、会議を再開いたします。

答弁をお願いします。

松岡農林水産課長。

○農林水産課長（松岡 清和君） 兵庫県農業共済組合連合会が母体となるわけですけれ

ども、ここの３０年度末の財産目録上の資産総合計が１９８に月ということのようです。

ここに２６市町一部組合が一緒になって新しい組合を設立するということになります。

以上でございます。
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○議長（中井 勝君） それでよろしいですか。

そのほか、質疑ありませんね。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） それでは、質疑を終結し、討論を省略して採決したいと思いま

すが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） それでは、異議なしと認め、採決いたします。

本案を原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） 御異議なしと認めます。よって、本案は、原案のとおり可決さ

れました。

・ ・

日程第５ 議案第６７号

○議長（中井 勝君） 日程第５、議案第６７号、新温泉町会計年度任用職員の給与及

び費用弁償に関する条例の制定についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、地方公務員法及び地方自治法の一部を改

正する法律の施行に伴い、会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関し、は要な事項を

定めるための条例の制定を御提案申し上げるものであります。内容につきまして、総務

課長が説明をいたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） それでは、新温泉町会計年度任用職員の給与及び費用弁償

に関する条例の制定について御説明いたします。

まず、前段といたしまして、今回の条例制定の背景、それから組合との調整状況など

について御説明いたします。説明の都合上、先にお配りしております審議資料の２１ペ

ージをごらんください。

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の概要というものでございます。

今回、条例制定の背景といたしまして、ここに掲げております地方公務員法及び地方

自治法の一部を改正する法律がございます。地方公務員法の一部改正では、任用制度の

趣旨に沿わない運用が見られ、適正な任用が確保されていないということから、特別職

の任用については、「専門的な知識、経験等に基づき、助言、調査等を行う者」に厳格

化し、臨時的任用につきましても、「常勤職員に欠員を生じた場合」に厳格化すること

になりました。また、一般職の非常勤職員の任用等の制度の明確化ということで、会計

年度任用職員に関する規定を設け、その採用方法や任期等を明確化することとなりまし

た。
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次に、地方自治法の一部改正では、会計年度任用職員について、期末手当の支給が可

能となるよう、給付に関する規定が整備されたところでございます。

この地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律は、来年４月の施行となって

おりまして、募集開始時期などを勘案いたしまして、今議会に条例の制定について上程

をさせていただくものでございます。

今回提出させていただく条例規則につきましては、全月町村会作成のモデルをもとに

作成いたしております。常勤の職に係る条例、規則の読みかえ規定が多くありますので、

遅くなりましたけども、審議資料の追加ということで補足資料をつけさせていただきま

した。

それから、組合との調整でございます。組合との調整では、給付、それから休暇、勤

務時間のことでこれまで調整を進めてきております。給付の面でございます。一つに、

本俸と給与を合わせた年額で現行を下回らない。それから、基本的に月額で支給する。

それから、継続して勤務いただくことで上限は定めるものの、一定の昇給、つまり経験

年数を考慮して号給を定めるということになりますけども、一定の昇給を考える。それ

から、手当については現行であるものは継続をしていく。休暇の面では、有給無給はあ

るものの、現在ある休暇については継続をしていく。それから、忌引については、常勤

の職員の場合と同様としていく。勤務時間の面では、正規職員と同様の業務量であるた

めに年間を通じてフルタイム勤務とすべき勤務時間がは要とされる職種をフルタイムと

して考えていることなどにつきまして、議員全員協議会以降も事務折衝を重ねるととも

に、団体交渉を行い、今回提出いたしました条例規則に定める部分について一定の合意

を得ております。また、今後、引き続き関係職員への周知を図ってまいりたいと考えて

おります。

それでは、新温泉町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例について、議

案第６７号とそれから審議資料の追加ナンバー１の１０４ページ、条例の概要、これを

あわせて見ながら説明をさせていただきたいと思います。

まず、この条例の第１条の趣旨では、今回条例制定の根拠となる地方自治法、地方公

務員法の関係条項を規定いたしております。第２条の会計年度任用職員の給与では、第

１項に、第１条による給与とは、フルタイム会計年度任用職員においては、給料のほか

各種手当として、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手

当、特殊勤務手当及び期末手当を支給、それから、パートタイム会計年度任用職員にお

いては、報酬のほか、手当としては期末手当を支給、通勤手当に相当するものは費用弁

償で支給し、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び特殊勤務手当に相当す

るものは割り増し報酬として支給するということにいたしております。また、第２項で

は、給与は現金払いとしつつ、申し出があった場合は口座振替により支払うことができ

るということを規定いたしました。

第３条のフルタイム会計年度任用職員の給与では、フルタイム会計年度任用職員の給
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料は常勤の職員の給与表を準用することを規定いたしております。

第４条のフルタイム会計年度任用職員の職務の級では、別表で等級別基準職務表を定

めまして、行政職、それから医療職（Ⅱ）の医療技術職、それから医療職（Ⅲ）の看護

師、准看護師ごとに等級及び基準となる職務の内容を規定いたしております。

第５条のフルタイム会計年度任用職員の号給では、この後出てきますけども、新温泉

町会計年度任用職員の給与の決定及び支給等に関する規則を定めることにしております

けども、そちらの別表において給料表初任給基準表を定めて、区分及び職種に応じて基

礎号給を決定することといたしております。

第６条のフルタイム会計年度任用職員の給料の支給では、給料の支給に関し、常勤職

員に準ずることを規定いたしております。

第７条、フルタイム会計年度任用職員の通勤手当も、同じく常勤職員に準ずることを

規定しております。

第８条のフルタイム会計年度任用職員の時間外勤務手当では、その支給に関しまして、

常勤職員に準ずることを規定しております。また、週休日、勤務時間の割り振り及び週

休日の割り振り等に係る読みかえを規則の１３条に規定しております。

第９条のフルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当では、これも同じく常勤職員に

準ずることを規定しております。また、休日の代休日、週休日、勤務時間の割り振り及

び週休日の振りかえ等に係る読みかえを規則の１５条で規定しております。

第１０条のフルタイム会計年度任用職員の夜間勤務手当では、これも常勤職員に準ず

ることといたしております。

第１１条のフルタイム会計年度任用職員の宿日直手当、これも常勤職員に準ずること

といたしております。なお、当勤務を命ぜられた場合には、先ほど出てきました時間外

勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤務手当は支給されないということを規定いたしてお

ります。

第１２条で、フルタイム会計年度任用職員の端数処理では、勤務１時間当たりの給与

額、勤務１時間につき、支給する時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤務手当の額

を月定する場合における端数処理の方法について規定いたしております。基本、月未満

四捨五入という考え方でございます。

第１３条のフルタイム会計年度任用職員の期末手当では、その支給に関しまして、六

月以上の任期の定めがある者について、常勤職員に準ずることを規定いたしております。

また、第２項、第３項においては、任期の定めが六月以上とみなす場合を規定いたして

おります。

第１４条の特殊勤務手当では、これも常勤職員に準ずるということを規定いたしてお

ります。

第１５条、フルタイム会計年度任用職員の１時間当たりの給与額では、時間外勤務手

当、休日勤務手当及び夜間勤務手当に係る勤務１時間当たりの給与額の計月方法につい
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て規定いたしております。

第１６条のフルタイム会計年度任用職員の給料の減額では、祝日及び年末年始の休日、

有給の休暇、その他任命権者が定める場合を除いて、定められた勤務時間に勤務しなか

った場合における給料の減額について規定いたしております。

第１７条のパートタイム会計年度任用職員の報酬では、第１項に月額で報酬を定める

場合の報酬の額、第２項に日額の場合、第３項に時間で定める場合、そして、第４項で

は、基準月額について説明をいたしております。１週間の勤務時間を３８時間４５分と

した場合に、第３条から第５条及び規則の別表の給料表初任給基準表を適用していた額

を基準月額とすることを定めております。

第１８条のパートタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当に係る報酬では、常勤職員

と同じように特殊勤務手当条例によって報酬を支給することを規定いたしております。

第１９条の時間外勤務手当に係る報酬について規定いたしております。常勤職員及び

フルタイム会計年度任用職員と同じ考え方でございます。

第２０条、パートタイム会計年度任用職員の休日に係る報酬では、常勤職員、フルタ

イムの会計年度任用職員と同様の考え方でございます。

第２１条の夜間勤務に係る報酬も同様でございます。

第２２条では、端数処理のことを書いております。報酬の減額に係る勤務１時間当た

りの報酬の額、勤務１時間につき支給する時間外勤務、休日勤務、夜間勤務に係る報酬

の額を月定する場合における端数処理の方法について規定しております。常勤職員及び

フルタイム会計年度任用職員と同様の考え方でございます。

第２３条といたしまして、パートタイム会計年度任用職員の期末手当でございます。

フルタイム会計年度任用職員同様、六月以上の任期の定めがある者について、常勤職員

に準ずることを規定いたしております。加えて、パートタイム会計年度任用職員につい

ては、１週間当たりの勤務時間が著しく短い者は除くことといたしまして、その時間は

規則の２０条第２項において、平均１５時間３０分未満、週の勤務時間が１５時間３０

分未満の者とすることを規定しております。このほか、第２項、第３項で任期の定めが

六月以上とみなす場合を規定いたしております。

第２４条で報酬の支給で、第１項では、報酬の計月期間のほか、規則の第２１条第１

項で支給期日を規定いたしております。第２項では、日額または時間により報酬が定め

られた者の報酬の支給方法、第３項では、月額により報酬が定められた者の報酬の支給

方法を規定いたしております。第４項では、月額により報酬が定められた者のうち、月

の１日からまたは月の末日まで以外で支給する場合の計月方法を規定しております。

第２５条の１時間当たりの報酬額では、時間外勤務手当、それから休日勤務手当及び

夜間勤務手当に係る勤務１時間当たりの報酬額の計月方法を規定しております。第１号

では月額による報酬の場合、第２号では日額、第３号では時間による報酬の場合を規定

しております。
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第２６条の報酬の減額では、これもフルタイム会計年度任用職員と同様、定められた

勤務時間に勤務しなかった場合における給料の減額を規定いたしております。第１項で

は月額により報酬が定められている場合、第２項では日額により報酬が定められている

場合を規定しております。

それから、第２７条、会計年度任用職員の給与からの控除では、常勤職員に準じて、

法律等で定めがある場合の負担金、掛金などを給与から控除できる旨を規定しておりま

す。

第２８条では、町長が特に認める会計年度任用職員の給与については、任命権者が別

に定める旨を規定いたしております。

第２９条のパートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償については、常勤職

員の通勤手当の支給に準じて、通勤に係る費用弁償を支給するということを規定いたし

ております。

第３０条のパートタイム会計年度任用職員の公務のための旅費に係る費用弁償では、

公務のための旅費に係る費用弁償については、新温泉町職員等の旅費に関する条例の例

により支給することを規定いたしております。

第３１条、委任では、条例の施行に関しは要な事項は町長が規則で定めることといた

しております。

附則といたしまして、１、施行期日を令和２年４月１日としております。また、第２

項では、令和２年６月に支給する期末手当に係る在職期間の特例といたしまして、施行

日以前に特別職非常勤職員、それから一般職の非常勤職員及び臨時的任用職員として任

用されていた者が引き続き会計年度任用職員として任用された場合、期末手当の支給に

係る令和２年６月１日の基準日における在職期間は、令和元年１２月２日から当該基準

日までを在職期間とみなして通月することといたしております。

別表といたしまして、第４条関係で、給料表等級別基準職務表、行政職、医療職

（Ⅱ）、医療職（Ⅲ）をつけております。

次に、審議資料の１５ページをごらんください。新温泉町会計年度任用職員の給与の

決定及び支給に関する規則でございます。

第１条の趣旨では、新温泉町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の規

定に基づいて、給与を決定する場合の基準及び給与の支給等に関しは要な事項を定める

ことといたしております。

第２条、用語の定義では、条例に使用する用語の例によるとしております。

それから、第３条で、フルタイム会計年度任用職員となった者の職務の級では、等級

については、条例の別表で給料表等級別基準職務表を定めて、その職務に応じて決定す

るといたしております。

それから、第４条のフルタイム会計年度任用職員となった者の職務の号給では、職種

の区分に応じて、別表に定める初任給基準表の基礎号給欄に掲げる号給を適用いたしま
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す。また、第２項で、免許等の資格や経験を有する者については基礎号給よりも上位の

号給とすることができますけども、その属する職務の級の最高の号給を超えることはで

きないということを第２項、第３項で規定いたしております。

それから、第５条では、初任給基準表の適用方法ということで、別表に掲げる区分と

職種に応じて適用するということにいたしております。

第６条の経験年数を有する者の号給では、会計年度任用職員として従事した経験を考

慮し、再度任用された場合は４号給まで昇給させることができるといたしております。

それから、第７条、特殊な経験等を有する者の号給では、特殊な経験等を有する者を

採用する場合に、第６条の規定では、常勤職員や会計年度任用職員との均衡が保てない

と認められる場合は、均衡を考慮した号給決定を行うことができるとしております。

第８条の号給に関する規定の適用除外では、任期が一月に満たないような単純業務に

従事する者にあっては、号給決定において経験等の考慮はしないことといたしておりま

す。

第９条に、フルタイム会計年度任用職員の給料の支給では、第１項は常勤職員と同じ

毎月２１日を支給日とすることを規定しております。第２項は、特別の理由で別の支給

日を定めることがあることを規定しております。第３項は、支給日後に採用された場合、

また、支給日前に離職、死亡した場合は、その際に給料を支給することを規定いたして

おります。

第１０条のフルタイム会計年度任用職員の通勤手当、第１１条の時間外勤務手当等の

支給、第１２条の時間外勤務手当では、いずれも常勤職員の例によることといたしてお

ります。

第１３条の時間外勤務手当について、準用する条例の規定の読みかえについて、給与

条例の２０条第２項関係で、勤務時間条例第５条は週休日に振りかえ等を規定しており

まして、会計年度任用職員で運用する場合にあっては、令和２年４月１日付で施行を予

定している会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則第６条で週休日の

振りかえ等について規定するために準用する際の読みかえを示しております。勤務時間

条例第３条第２項及び第４条の週休日及び勤務時間の振りかえは、会計年度任用職員の

勤務時間規則第４条第２項及び第５条に、そして、給与条例の２０条第４項関係では、

勤務時間条例の第３条第１項、第４条及び第５条の週休日及び週休日等の振りかえ等は、

会計年度任用職員の勤務時間規則第４条第１項、第５条及び第６条に規定をいたしてお

ります。

第１４条のフルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当では、その支給割合について

は、常勤職員の例によることといたしております。

第１５条も、これも読みかえ規定でございます。第１３条の時間外勤務手当の読みか

えと同じ考え方でございます。

省略いたしまして、第１６条のフルタイム会計年度任用職員の宿日直手当では、新温
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泉町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の第６条第１項に規定する宿日直業務

で行う庁舎の監視、外部との連絡、文書の収受といった断続的な勤務に対する手当の額

について、常勤の例により支給することとしております。

第１７条の期末手当では、支給される職員の範囲、支給額、その他支給及び一時差し

とめに関するは要な事項については、常勤職員の例によることといたしております。

第１８条の時間外勤務手当に係る報酬では、支給の割合を規定いたしております。常

勤及びフルタイム会計年度任用職員と同様の考え方でございます。

それから、第１９条のパートタイム会計年度任用職員の休日勤務手当に係る報酬では、

支給割合を規定いたしております。これも常勤職員及びフルタイム会計年度任用職員と

同様の考え方でございます。

第２０条のパートタイム会計年度任用職員の期末手当では、第１項で、フルタイム会

計年度任用職員と同様、支給される職員の範囲、支給額、その他支給及び一時差しとめ

に関するは要な事項については常勤職員の例によることとしております。第２項では、

条例２３条第１項において、１週間当たりの勤務時間が著しく少ない者として規則で定

める者を除くとしておるために、本項で１週間当たりの平均時間が１５時間３０分未満

の者とすることを規定いたしております。第３項では、パートタイム会計年度任用職員

の期末手当を支給する場合において、１カ月当たりの平均額を月定する際には、特殊勤

務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、さらに夜間勤務手当を含めた合計額で月定す

ることを規定しております。

第２１条、パートタイム会計年度任用職員の報酬の支給では、月額支給の者は原則と

してその月の２１日、日額または時間額で支給する者は、原則として翌月の２１日に支

給することといたしております。

第２２条の時間外勤務等に関する報酬の支給では、時間外勤務、夜間勤務、休日勤務

に係る報酬は、原則として翌月の支給日に支給することといたしております。

第２３条の休暇時の報酬では、時間額で報酬が定められたパートタイム会計年度任用

職員が年次有給休暇及び有給の特別休暇を取得した際の報酬の支給方法について規定し

ております。

第２４条、雑則では、給与の支給に関し、この規則に定めがない事項については常勤

職員の例によることとし、第２５条の委任では、規則の施行に関しは要な事項は町長が

定めることとしております。

附則といたしまして、施行日は令和２年４月１日として、別表として、初任給基準の

行政職、医療職（Ⅱ）、医療職（Ⅲ）をつけております。

続きまして、追加の審議資料として提出させていただいております新温泉町会計年度

任用職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則について説明をいたします。審議資料

の追加ナンバー１の９３ページをごらんください。

新温泉町会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則でございます。
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まず、第１条の趣旨では、地方公務員法第２４条第５項において、職員の給与、勤務

時間、その他の勤務条件は条例で定めると規定されておりますけども、新温泉町職員の

勤務時間、休日、休暇等に関する条例第１８条において、非常勤職員の勤務時間、休日、

休暇等については、その職務の性質等を考慮して、規則で定める基準に従い任命権者が

定めると規定しておりますので、この規定に基づいて、本規則を定めることとしており

ます。

第２条の定義では、フルタイム会計年度任用職員とパートタイム会計年度任用職員を

定義しております。

第３条の１週間の勤務時間では、第１項でフルタイム会計年度任用職員の勤務時間は

週３８時間４５分、第２項でパートタイム会計年度任用職員の勤務時間はそれに満たな

い範囲としております。第４条、第５条の週休日及び勤務時間の割り振りでは、第４条

の第１項で週休日を規定し、第２項で勤務時間の割り振りについて、フルタイム、パー

トタイムごとに規定しております。

第５条の第１項で、公務の運営上、特別な形態によって勤務するは要がある職員につ

いては、週休日及び勤務時間の割り振りを別に定めることができる旨を規定しておりま

す。第２項では、第１項で週休日及び勤務時間の割り振りを定めた場合の週休日の設け

方を規定しております。第３項では、こうした割り振りの考え方は常勤職員の例による

ことを規定いたしております。

第６条の週休日の割り振り等では、週休日に勤務を命ずるは要が生じた場合の週休日

の振りかえについては、常勤職員の例によるととしております。

第７条の休憩時間では、これも常勤職員の休憩時間を準用することとしております。

第８条の正規の勤務時間以外の時間における勤務では、宿日直勤務、その他町長がは

要と認める業務にあっては、正規の勤務時間以外において勤務を命ずることができるこ

とを規定しております。第８条の２、時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限では、常

勤職員と同様、時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限を規定しております。

第９条の育児または介護を行う会計年度任用職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限で

は、会計年度任用職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限については、常勤職員の例によ

るということにいたしております。

第１０条の休日では、祝日法による休日、年末年始の休日について、常勤職員の例に

よることとしております。

それから、第１１条、休日の代休日では、祝日法による休日、年末年始の休日に勤務

時間が割り振られた場合の代休日の指定等について、常勤職員の例により運用すること

としております。

第１２条、休暇の種類では、休暇は年次休暇と特別休暇の２種類としております。

第１３条の年次休暇では、第１項で、休暇は１年ごととし、その年度の日数を付与す

る。任用期間により第１号から第３号までの３タイプに区分して、第１号は新規で任用
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された人で別表の第１、第２号は退職後、同一年度内で任用され再度任用された人で別

表の第１、第３号は再度の任用が繰り返されている方で別表の第２を使用いたします。

第２項では、年次休暇の単位は常勤職員と同様、１日、半日または１時間、第３項では

時季変更権、第４項では１時間単位で使用した年次休暇の日数月月、第５項では、年次

休暇の繰り越しについて規定しております。

第１４条の特別休暇では、有給の特別休暇を別表の第３、無給の特別休暇を別表第４

に規定しております。取得の単位は１日、休暇によっては時間単位も想定しております。

月、県から月の非常勤職員の休暇に準ずるよう指導されております。それにあわせて整

備するほか、これまでから付与しております産前休暇、夏季休暇については現行を維持

するほか、忌引休暇につきましては、現行では月の非常勤職員と同様としているところ

を常勤職員と同様にすることで処遇改善を図ることとしております。

第１５条の休暇の承認等では、特別休暇の承認及び休暇の請求等の手続について、常

勤職員の例によることとしております。

第１６条、町長が特には要と認める会計年度任用職員の休暇等では、職務の特殊性等

を考慮し、特には要と認める会計年度任用職員の休暇等については、常勤職員との健康

及び職務の特性を考慮し、任命権者が別に定めることとしております。

第１７条のその他の事項では、この規則に規定するもののほか、会計年度任用職員の

勤務時間及び休暇等に関し、は要な事項は町長が定めることとしています。

附則といたしまして、第１項で、施行日は令和２年４月１日とし、第２項では、施行

日以前に特別職非常勤職員、一般職非常勤職員及び臨時的任用職員として任用されてい

た者が施行日以後に会計年度任用職員として継続勤務する場合の年次有給休暇の付与日

数及び時期等については、なお従前の例によることとしております。また、別表といた

しまして、第１、第２に年次休暇、第３に特別休暇の有給、第４に特別休暇の無給、第

５に有給の特別休暇のうち忌引休暇における親族の範囲及び日数、第６に無給の特別休

暇のうち主傷病の病気休暇における日数に係る表をつけております。

以上で会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例、給与の決定及び支給等に

関する規則、勤務時間、休日、休暇等に関する規則の説明を終わらせていただきます。

どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

少しだけ質疑を受けて休憩しましょうか。時間がもったいないので。

それでは、これから質疑に入ります。質疑をお願いします。ありませんか。

１３番、平澤剛太君。

○議員（13番 平澤 剛太君） 何点か確認させていただきたいんですが、条例の附則の

２で、期末手当がこの制度移行にかかわって、前制度からの通月という形になるような

附則がついています。給与の規則の６条で、経験年数に応じて昇給するというところが

書いてあるんですけども、まず、この制度が始まったタイミングで経験年数というのは、
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真っさらからのスタートなんでしょうか。それとも、長く勤められとる臨時職員の方も

いらっしゃいますんで、その辺のところをどういうふうに勘案されるのかを教えていた

だきたいのと、現状の対象となる全体の人数、それから、今後、今年度との比較で人件

費に係る予月的な部分がどの程度変わるのかを教えてください。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） まず、経験年数でございます。経験年数についてそれぞれ

規定いたしておりますけども、給与及び報酬の考え方といたしましては、冒頭に御説明

させていただきましたように、現行の支給額を下回らないというような考え方のもとで、

さらには経験年数なりを加月していくという考え方でございます。

それから、対象の人数でございますけども、対象人数は、委員会の委員長報告では２

５９人ということで先ほど報告をしていただいておりますけども、常勤の職員の人数で

ございまして、今回対象となるのは嘱託職員及び臨時職員が対象となってまいります。

嘱託職員が３６人、それから臨時職員が２２６人ということで、合わせて２６２人、こ

れが８月１日現在の数字でございます。

それから、予月につきましては、現制度、細部まで確定いたしておりませんので、予

月についてはまだどれぐらいというようなことを申し上げることはできません。以上で

ございます。

○議長（中井 勝君） １３番、平澤剛太君。

○議員（13番 平澤 剛太君） 経験年数が通月になるかどうかの確認をさせてほしいん

です。多分答弁の中身だと答えていただいてないと思いますので。

それから、恐らく予月としては膨らむ形になりますよね、この制度の中身を見ている

と。懸念するのは、現在でも足りてない現場なり職種があるはずなんですが、予月規模

が膨らむことによって採用もしくは募集を控えるようなことがあっては、町民に対して

不利益になる。そのあたり、どういうふうに考えられているのか教えてください。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 経験年数について通月になるかという御質問でございます

けども、まず、会計年度任用職員として、来年度採用の時点につきましては、現行、臨

時、嘱託で働いていただいてる職員については現行を下回らないところで号給を決定し

ていくということを考えております。それから、単純に一例を挙げますと、規則の６条

だったと思いますけども、経験年数が例えば１年ございましたら、１年丸々でございま

すと十二月になります。その十二月を１２で割ってそれに４を掛けるということになり

ますので、経験年数が１年あれば４号給というような計月になります。

それから、募集について控えるかどうかということにつきましては、現状で申し上げ

ることはちょっとできないと思います。ただ、現在は要な職務についていただいており

ますので、その職務を遂行していただく人数はは要だと考えております。

○議長（中井 勝君） １３番、平澤剛太君。
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○議員（13番 平澤 剛太君） 例えば保育士であるとか医療・介護の現場のように、募

集しても応募がないような職種もあれば、例えば学校のスクールアシスタントであると

か、それから特別支援教育の補助員っていう部分で、親御さんとの意思の疎通もあろう

かと思いますけども、現場で足りてないと思われるような職種もあるわけなんです。仮

に人件費、この制度移行すれば、ほぼ間違いなく上がると思うんです。その中で、予月

のことを考えて応募をかけるっていうことがない、そういったことのないようにしてい

ただきたいなということだけ申し上げておきます。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 現状でも職員の募集をしましたときに、応募人数がこちら

が求めてる人数にならないというようなケースもございますけども、そういった場合に

は引き続き募集をかけたりして、現在不足している部分に人員を割り当てて張りつけて

いくというようなことをいたしております。次年度におきましても、予月の関係につい

ては多分ふえる方向になると思いますけども、その部分について交付税措置の要望もい

たしておりますし、その件については引き続き要望してまいりたいと思いますし、人数

が足りていない部分、この部分についても募集はかけていくというような例年のスタン

スと同じようにやっていく、そういう考え方でおります。

○議長（中井 勝君） そのほか。

９番、谷口功君。

○議員（９番 谷口 功君） 聞きたいことはたくさんあるんですが、まず最初に、フ

ルタイム会計年度任用職員は給料という、パートタイム会計年度任用職員は報酬という、

それぞれの例えば手当とか、さまざまな休日勤務にかかわる報酬とかっていうふうに、

ところが、中身は全部フルタイムに準ずると、あるいは常勤職員の規定に準ずると。じ

ゃあ、どこが違うのかと、パートタイムとフルタイムは。しかも、労働時間もこれで見

ると７時間４５分を超えないというふうに規定していると、何が違うのかということを

説明をいただきたいと思います。

それから、地方自治法や地方公務員法が改正されて、こういう会計年度任用職員制度

ができたと。そもそも、一般質問でも若干聞いたんですが、答えていただいてないんで、

その法律を変えた、そしたら、どういうふうにその法律が変わって、いわゆる例えば旧

法でいえば、ふさわしくない臨時や嘱託職員の採用の仕方があるからより厳密にするん

だという説明をされているわけですが、どこが条文に照らして、どの条文がふさわしく

ないので新しい法律になったのか、そしてこういう具体的な形になったのかっていうこ

とを説明いただきたいと思うんです。

それから、フルタイムとパートタイマーと、それぞれ条文読んでると何か違いがわか

らない。報酬と給料と、呼び方は変えるけど、ほとんど一緒なのか変わるのか。同一条

件でパートタイムとフルタイムの任用職員は１年間でどういう差があらわれるのか。も

う一度、一般質問でも聞いたけど、これもよくわからなかったんですね。
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それで、職種をどう選定するのかと、違いがなければそんなに大騒ぎするは要はない

のかもしれませんが、違うとするなら、やっぱりどういう職種を差をつけているのか明

確にしてほしいんですよね。対象人数が２６２人いる中で、臨時職員組合に入っている

人は２０数名と聞いています、３０人満たないと聞いています。その組合と６回交渉し

て同意を得たと言われても、２６２人の中の２０数名では代表権も何もない。これで組

合の同意を得たということにはならないのではないか。やっぱりこのマニュアルを読ん

でみますと、きちんと話し合う、本来どういう仕事が、臨時や嘱託職員、正規職員、ど

ういう仕事がまずあるのか、それをどういう身分の人が担っていくのかという位置づけ

を明確にしなさいとマニュアルには書いてありますよね。それはどういう整理をされて、

ではフルタイムとパートタイム任用職員がは要なのかということが明確にされなければ

移行できないのではないかと。なおかつ、このマニュアルでは、ことしの３月にはそう

いう作業は終わっておきなさいよというふうにも書かれてるんですけども、そのあたり

はどういうことでしょうか。

それから、これまでよりも条件が下回ることはないということなんだけれど、しかし、

服務規程、上司の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念

する義務、政治的行為の制限、営利企業への従事等の制限、懲戒処分の対象となるとか

というふうに、極めて服務規律が厳しくなると。そういうことがきちんと一人一人の今

の臨時・嘱託職員の皆さんにいわば伝えられて、そしてこう移行していくんですよとい

う作業を綿密に、厳密にやんなさいとマニュアルには書いてあるんですが、そういうこ

とがなされていない段階で条例制定というのはいかがなものかなと思うんですが、その

点はいかがでしょうか。

とりあえず、時間になりますので。

○議長（中井 勝君） ここで昼食休憩といたします。暫時休憩します。

午前１１時５７分休憩

午後 ０時５９分再開

○議長（中井 勝君） それでは、昼食休憩を閉じて再開をいたします。

答弁をお願いします。

井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 何点か御質問をいただきました。

まず、１点目に、フルタイム会計年度任用職員、パートタイム会計年度任用職員、そ

れぞれ常勤職員の例に準ずるという部分が多いのに、どの部分が違ってくるのかという

御質問だったと思います。その部分につきまして、当然、御説明したように常勤職員に

準ずる部分は多々ございますが、違うところでいえば、保険であったり年金であったり、

これ、勤務時間によるんですが、厚生年金であったり月民年金であったり、あるいは退

職金の部分であれば退職金が支給されるか、雇用保険に入って失業保険、そういったも

－４１－



のの支給になるのか、そういった部分、保険であったり共済であったり、そういった部

分がフルタイム、それからパートタイムで時間の範囲があるわけですけども、違ってこ

ようかなと思います。

それから、職種をフルタイム、パートタイム、どのように選定するのかということで

ございますけども、冒頭説明させていただきましたように、年間を通じて常勤職員と同

じような業務量がある、こういった職種の方をフルタイム、それに満たない方をパート

タイムということで振り分けをしていこうということで考えております。

それから、臨職労の組合員、数が少ないのにというお話でございました。ただ、こち

らといたしまして、全職員を対象にそれぞれの内容について詰めていくということがな

かなか困難な状況もございまして、臨職労、組合が組織されているということと、それ

から、あわせて、事務折衝のときには親組合も一緒に入っていただいて、現在の臨時・

嘱託職員の皆さんだけではなくて常勤の職員にも関係する部分がございますので、そう

いった形で臨職労それから親組合と一緒に事務の折衝をさせていただいたところでござ

います。

また、マニュアルにもありますように、現在雇用されている皆さんにも制度周知をし

なさいということがマニュアルにも出ております。そういった面につきましては、今後

時期を見て、方法を考えながら、職員に周知していきたいと思っております。

それから、現状より下回らないということの中で、服務が厳しくなってるんではない

かという御質問をいただきました。それにつきましては、現在でも臨時職員の勤務に関

しまして内規を設けております。その内規の中で、その職務の遂行に当たっては、法令、

条例、これに基づく規則の規定に従い、かつ上司の職務上の命令に従わなければならな

いとしておりまして、今回の制度で改めて服務が厳しくなるということではないと認識

いたしております。

○議長（中井 勝君） まだようけあるよ。まだたくさん答弁漏れがありますよ。

○総務課長（井上 弘君） 失礼しました。現在の法律の中でふさわしくない部分とい

うことがございました。その部分につきまして、現行の制度の中では特別職の非常勤職

員、一般職の非常勤職員、臨時的任用職員というような法律の区分がございまして、本

町で関係しておりますのが特別職の非常勤職員、地公法の３条３項３号、それから臨時

的任用職員で２２条の２項及び５項になります。この中で現行適切でない部分につきま

しては、嘱託職員につきまして、特別職の非常勤職員、３の３の３の部分を一般職に広

げて任用しているという実態がございます。それから、臨時的任用職員の部分、これが

本町の臨時職員が多くがこの位置づけでございます。臨時的任用職員としながら繰り返

しの運用がされてきている、こういったところが現行法上で本町に係る部分の適切でな

い部分となっております。

○議長（中井 勝君） まだ結構あるけど。例えば、１年間の差はどれぐらいかって。

あわせて、職種でそれを変えるのかっていう質問もあった。
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○総務課長（井上 弘君） １年間の差、常勤職員と会計年度任用職員の年間の収入の

比較という捉えでいいのかちょっとわかりませんけども、その部分を試月いたしており

ます。例えば仮定の条件で、初任給を、１級９号が今１５こ ０００月でございますけ

ども、そこをもとに、なおかつ本俸と賞与のみ、そしてパートタイムについてはとりあ

えず週３５時間というような仮定で試月してみますと、常勤職員では年間２３０こ月ぐ

らいの給与になります。それから、フルタイム会計年度任用職員では２０９こ月ぐらい

になります。この違いにつきましては、勤勉手当の有無によるものがその差になってお

ります。そして、パートタイム会計年度任用職員につきましては、約１９０こ月の年間

の報酬になります。この部分につきましては、勤務時間数の差と、それから常勤職員と

比べれば、当然勤勉手当の差、そういうものがございます。それぞれ年間の収入でいい

ますと、それぞれの差が生まれてくるという状況でございます。

○議長（中井 勝君） ９番、谷口功君。

○議員（９番 谷口 功君） そもそも、この働き方改革、自治法や地方公務員法を改

正する目的っていうのは何だったんでしょうか。その目的どおりにこの改正が進んだと

いうふうに見られていますか。例えば長時間労働を解消するっていうことでいえば、合

併直後だったと思いますが、豊岡市の職員が過労死されました。それから、八鹿病院の、

まだ勤務医だったと思うんですが、過労死されました。こういう働き過ぎって言われる

ような側面と、逆に、そうでなければ、例えばお医者さんが少な過ぎてそういう働き過

ぎ、過労死するほど働かなければ病院運営が回らないと。現実に医師の時間外労働が１

８６時間まで認められるというような議論がされていますよね。こういうことをなくし

ようということこそ働き方改革ではなかったのかと。特に公務労働は、いわゆる任期に

定めのない、つまり常勤職員が当たらなければサービスが安定的に提供できないとか、

サービスの質が低下するとかという、公務労働の特有の労働内容である、そういうもの

をこの任用職員制度になっていけば、本当にいつでも、いわば１年単位でいつでも首を

切ることができる。不安定身分をそのまま今度は合法化して、永久に続けることができ

るという制度改定でもあるわけです。だから、本当に人口減少で働き場所がない、そう

いう中で、例えば保育所の保育士、今幾ら何度募集をかけてもなかなか働いてもらえな

い。は要な人数が集まらないがために資格のない人を補助員として採用せざるを得ない

と、こういうことがこの改定でできなくなるんじゃないんですか。平澤さんも先ほどち

ょっと聞いてましたけど、ちゃんとは要人数確保することができるのかどうかと。ます

ます難しくなるんじゃないでしょうか。

ですから、管理する側から見ればいいのかもしれませんが、働く労働者の側から見れ

ば、本当にこの改定が望まれた、いい改定なのかどうかということはどのように考えら

れていますか。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） なかなか答弁に難しい御質問でございますけども、月の今
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回の地公法それから地方自治法の一部改正ということの中には、そもそも働き方改革の

考え方もございますし、今現在の現行法が不備である、そして実態として生まれている

雇用の形態が適切ではない、そういったことを含めまして、今回の法律の一部改正がさ

れているという認識をいたしております。そうした中で、本町でも先ほど申し上げまし

たように適切な形での任用がされていなかったという部分、反省いたしまして、今回の

改正で会計年度任用職員という規定ができましたので、きっちりと位置づけて任用なり

をしていくという機会ができたと認識いたしておりますし、また、今回の法改正によっ

て全ての部分が改善されるというわけではございませんけども、現在嘱託、臨時で勤め

ていただいておられる方々の処遇の改善は一部分はできているかなと、できる方向じゃ

ないかなと考えております。

○議長（中井 勝君） そのほか。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） ちょっと聞かせてください。この追加ナンバー１の第３

条ですね、９３ページの、この任命権者は月曜日から金曜日までの５日間において、１

日につき７時間４５分の勤務時間を割り振るものとする。ただし、パートタイム会計年

度任用職員については、１週間ごとの期間について１日につき７時間４５分を超えない

範囲内で勤務時間を割り振るものとすると。こういうことがは要になるのはどんな場合

なんでしょうか。それで、パートタイムっていうのは７時間半というのが勤務時間じゃ

なかったですかね。ちょっとそこら辺のところ、整合性を教えてください。

それから、審議資料の２０ページに行政職給料表、４条関係ですね、初任給基準表っ

ていうことで書いてますけども、補助業務、単純労務、専門業務と書いておるんですけ

ども、これが本当に、例えば自動車の運転手、給食調理員、介護員、その他これに準ず

る者、こういう方たちが単純労務なのかなと。補助業務も一緒ですし、専門業務。自動

車の運転などが単純な労働だと思ったら、ちょっとこれも大間違いで、給食調理員など

も介護員も、本当にそれこそ時間と相手があるもんですから、そういうことをきちっと

わきまえながら仕事をやらんとあかんのですけども、何かちょっとそこら辺とこの位置

づけがどうなってるのか、これを受けて、特に今回の中で、組合とももう既に合意をさ

れたっていうあれになっとるかわかりませんけども、一体どの職種はフルタイムで、そ

れからどの職種はパートタイムなのか、決まった点を教えていただけませんか。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 申しわけございません。１つ目の質問、審議資料の場所を

探すのがおくれておりまして、ちょっと１つ目の御質問に答弁ができません。

それから、２つ目の、審議資料の２０ページの行政職の給料表で、補助業務、単純労

務、専門業務というふうに分けておりますけども、これの中に、行政職として現在勤務

いただいている方を大きくこの３区分で分けてということで、本来であれば正規職員の

場合は技能労務職についても別に規則があるわけですけども、今回、会計年度任用職員
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におきましては、そこの部分を行政職に含めて書き上げてるという状況でございます。

自動車運転が単純労務かというような御意見でございますけども、あくまでも区分の表

現としてちょっとそういうふうに使っているという御理解でお願いしたいと思います。

それから、どの職がフルでどの職がパートタイムかということにつきましては、先ほ

どから申し上げておりますとおり、フルの要件を先ほど申し上げましたけども、常勤職

員と同じように年間を通じてその業務量があるというものをフルタイムという位置づけ

でということで、どの職がフルタイム会計年度任用職員、パートタイム会計年度任用職

員になるかというのは、これから決めていくということになります。現在、どの部分が

フルでどの部分がパートタイム、その部分については決まっておりません。

○議長（中井 勝君） ６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） そうするとあれですね、今の非正規の方たちの関心事で

あるそういうものがまだ決まってないということになるわけですね。これは条例を制定

するについては、余りにもちょっとおかしい、足らない部分がたくさんあるように感じ

ます。

それから、先ほどもちょっと出てましたけども、この審議資料の１５ページの第６条、

議案第７６号関係で、この経験年数っていうのは、今現在、結構長いことお勤めになっ

てる方がおられるわけですけども、２０年を超えてるような方も途中切れ目なく勤めて

おられる方がおられると思うんですけども、こういう方の経験年数なりはいわゆる今度

給料表で関係をしてくると、当然、そういうことになるんでしょうか。当然、そうあっ

てしかるべきですしね、これから。

それと、今後、給与はフルタイムそれからパートの皆さんもいわゆる年々上がってい

くんでしょうか、時給なりが。そういう保障はどこにあるんでしょうか。それらを答え

てください。

○議長（中井 勝君） もう一つ、最初の質問の審議資料の９３ページの３条関係のと

ころの、どんな場合がっていう、詳しく質問してあげてください。答弁返ってません。

忘れてたらいいです。

○議員（６番 中井 次郎君） まあまあ、ええ、わかったわかった。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 長くこれまで嘱託、臨時で勤務いただいてる方がおられま

す。ただ、その部分、今回その経験年数のところで規定しておりますけども、これまで

長く勤務いただいてる部分は現給を下回らない、そういった部分で経験年数の部分を加

味していくというような考え方をいたしております。

先ほどおっしゃっておられました審議資料の１５ページの第６条の部分については、

今回新たな制度になるんで、経験年数の加味、これまで勤めていただいてた方について

は現給を保障するという形で経験年数を加味するということですし、また、新たな制度

で任用された方については、その６条で、例えば来年１年勤務いただいて、そしてその
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次の年はということになると、１年、１２カ月勤務いただくと、ここの計月上では１２

割る１２掛ける４で４号まで昇級といいますか、号給が見れるということになっており

ます。この経験による号給につきましては、先ほども冒頭で申し上げましたけども、一

定の範囲、これを設けてということで組合にも説明をさせていただいております。

○議員（６番 中井 次郎君） 給与が毎年上がるのか。

○総務課長（井上 弘君） 給料が毎年上がるのかというのは、ここの６条の書きぶり

でしたら、１年勤務することによって１２カ月勤務するんで、例えばそれがもう１年勤

務すれば、また４号、また４号ということになるような書きぶりをいたしております。

ただ、どこまでも上がるということではなくて、一定の範囲を持たせていただくという

ことでございます。

○議長（中井 勝君） よろしいですか。

○議員（６番 中井 次郎君） いいです。

○議長（中井 勝君） そのほか。

４番、阪本晴良君。

○議員（４番 阪本 晴良君） ちょっとなかなか難しい条文でございまして、繰り返し

になるかもわからんですけども、お尋ねをさせていただきたいと思います。

まず、今のお話ですけれども、規則の第６条で経験年数をうたっておりますけれども、

ここでは経験年数が５年未満の人は１２カ月を掛けて１２で割った数字が経験年数だと。

５年を超える者の経験年数については十五月で割って、端数があるときは切り捨てて、

それに４を掛けたものが経験年数の号数になるというふうにうたっておりますけれども、

年齢別初任給っていうのは正職員にはあるんですけれども、例えば２０歳の人が初めて

その職務につく場合と４０歳の人がつく場合、これまでいったら民間でやっておられた

経験年数っていうものはどのような月定をするのかということをちょっとお聞きしてみ

たいと思います。

それと、パートタイマーの方の、先ほどの説明の中で、それぞれ手当の関係は費用弁

償でお支払いするとか割り増しの報酬を払うとかという説明があったように思うんです

けれども、そこら辺のとこをもう一遍ちょっとどういう格好になるのか教えていただき

たいというのと、それと、審議資料の２０ページの中で補助業務、単純労務、専門業務

とあります。これは行政職給料表ですので、当然技能労務職の給料表ではなしに行政職

の給料表を使うということでよろしいと思いますけども、そこをちょっと確認をさせて

いただきたいと思います。

もう一つ、ここの中には入ってないですけれども、学校関係の臨時職員の方々は、例

えばスクールアシスタントであったり、英語助手の方であったり、スクールソーシャル

ワーカーとか何かそういう補助的なことをされる方々は、この業務の中ではどこに入る

のかということ。

それと、今言いましたような学校関係の方々の臨時職員っていいますか、今は臨時職
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員ですけれども、その方々の春休み、夏休み、冬休みっていいますか、そういう長期の

休みに入る場合の勤務形態はどのようにお考えでしょうか。

先ほどの同僚質問の中にありましたけど、まだフルタイムとパートタイムの仕分けが

できてないというのは、どういう理由でできてないのか。組合交渉ができてないという

ことなのか、どの部分でどこをクリアしたらここが決まってくるのかということを、ど

ういう決め方をするかということをちょっと教えていただきたいと思います。

それと、パートタイムの方の追加の休暇規則の中で、４条の第２項の中に１日につき

７時間４５分を超えない範囲で時間を割り振りすると書いてあるんですけれども、とい

うことは、パートタイムの方は時間外の勤務は、緊急な場合はどうかわからんですけど、

原則時間外、例えば１日５時間と決めたら、５時間以上はもう超えない範囲ですので、

パートタイムっていうのは、だけえ、時間外勤務というのはないと考えてよろしいでし

ょうか。

以上、ちょっとそこまでお尋ねいたします。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 正規職員に年齢別に初任給基準があるが、また民間の経験

の月定はどうするかということでございますけども、基本的には民間の経験の月定とい

うのはいたしません。制度が新しくなる、そこで新規で採用される方については、給与

の決定及び支給等に関する規則の別表で定めております基礎号給を一番下の部分として

決めていくということになりますけども、ただ、これまで例えば保育教諭などで別のと

ころで勤務されてたという経験があるような場合、単純に比べますと、短大卒なんで、

普通であれば１級の１７ぐらいに位置づけされますけども、今回雇用されている皆さん

の日額でいえば ９００月、それを月額に月月しますと、現在雇用されている方のの金

のほうが高いというような状況がございます。そうした場合には、ちょっと何条か忘れ

てしまいましたけども、やっぱり職場での均衡というものも考慮して決定していかなけ

ればならないと思っております。

それから、パートの手当の支払いについて、通勤に係る部分は費用弁償で支払いをす

ると申し上げました。

それから、休日勤務、時間外勤務、そういったものについては報酬の割り増し報酬と

して支払いをさせていただくという考え方でございます。

それから、技能労務職員、これにつきましては、会計年度任用職員では別表に書いて

おりますように行政職の中で位置づけております。

それから、スクールアシスタントについては、行政職の部分の補助業務に当たるとい

うような解釈をいたしております。

それから、ＡＬＴにつきましては、ＪＥＴプログラムの中で経験年数に応じてもう既

に金額が決まっておりますので、それについては、２８条だったと思いますけども、町

長が別に定めることができるようになっておりますので、その部分で対応していくとい
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うことになろうと思います。

それから、学校の職場での夏休みの勤務形態につきましては、実態の中でお子さんが

学校に来られていないという部分で、平常時といいますか通常、夏季なり冬季の休暇以

外の場合と勤務時間については異なる部分があるのかなというような話は、現在も組合

員の方々とは事務折衝の中でいたしております。具体的にどういった勤務形態になりま

すということまでの決定は、まだできておりません。

それから、フルタイム、パートタイムにつきましても、昨年からそれぞれの臨時、嘱

託の皆さんの勤務の状況について、所属長であるとか、実際に所属の上司であるとか、

確認をいたしてきております。そういった実態をもとに、組合とも協議しながら進めて

まいりたいと思います。

パートタイムの時間外は、これはございます。ちょっと何条か忘れましたけども、７

時間４５分に至るまでは、通常でありますと時間外勤務、１００分の１２５であるとか、

１００分の５０であるとか、そういった率になりますけども、７時間４５分に達するま

では１００分の１００というような計月方法でお示ししてたと思います。

○議長（中井 勝君） ４番、阪本晴良君。

○議員（４番 阪本 晴良君） パートタイム、フルタイムの職種がなかなか決めにくい

っていうのは、多分そういうことだろうとは思いますけれども、やっぱりここの部分が

早いこと決まってこんっていうと、それぞれの今置かれとる職員についてはやっぱり不

安がいつまでも払拭できんと思います。組合との交渉ということも確かにあると思いま

すけれども、早目に交渉を精力的にやっていただいて、やっぱり職員の不安払拭を、早

目に取り除いてあげたらと思います。

それと、今の答弁の中で、英語の助手の方は２８条ということでありましたけど、も

う一つ、地域協力隊はどういう位置づけになるでしょうか。これは臨時職員じゃないっ

ていえばないですけども、もしこういう制度の中に入れ込むとしたらどういうことにな

るのか。

それと、今後のスケジュール、来年４月１日にこの条例が適用されるわけですけれど

も、それまでの事務的な、採用に至るまでのといいますか、給与や報酬が決まるまでの

労働条件っていいますか、待遇が決まるまでのスケジュールはどのようになっておるで

しょうか、お尋ねいたします。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） まず、先ほどから議員の皆様に御指摘をいただいておりま

すパートタイム、フルタイム、そこの部分が決まらないと現在お勤めの皆さんの不安も

払拭できないということでございます。それにつきましては、今後も鋭意事務折衝なり

交渉を進める中で、できるだけ早く詰めていきたいと思います。

それから、地域おこし協力隊につきまして、この部分も現在嘱託職員でございます。

このたびの会計年度任用職員の制度に移行する考え方でおります。位置づけ的には行政
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職の位置づけで、補助業務というような考え方をいたしております。

それから、採用に至るまでのスケジュールということでございますけども、例年１月

ぐらいに次年度の職員募集をいたしておりますけども、今回制度が変わるということの

中で、もう少し早目、１２月ぐらいには職員の募集をかけたいと考えております。そこ

に至るまでに、まだ今回、臨時、嘱託、そういった部分の文言が条例に出てくる部分が

ございますので、その部分については条例規則なりの整備をできるだけ早い段階でやっ

ていきたいと思います。実際には、職員募集に係る部分、労働条件の部分につきまして

は、今回９月で上程をさせていただいて、再チェックをする中で漏れがありましたら、

できるだけ早い時期に条例規則の改正についてお願いをすることになろうかと思います。

そのほか、職員の募集に関して、読みかえ規定とか特に募集の要領などに関係してこな

い部分につきましては、施行日までに条例規則の整備をしてまいりたいと考えておりま

す。

○議長（中井 勝君） そのほか。

１１番、河越忠志君。

○議員（11番 河越 忠志君） 審議資料の１５ページの３条のところにフルタイム会計

年度任用職員の件が書いてあって、そこに「能力等を考慮し」という表現の中で、その

人の等級を決めていく、職務の級を決めていくということがあって、次のページ、１６

ページの７条のところでは、これは経験年数という表現にはなっているんですけども、

常勤職員との均衡を考慮して号数を決定するということで、３条では個人を評価した、

要は個人を評価してあげるっていうことで、７条については、逆に評価するのではなく

て抑えていくということに多分なるのではないかなと理解します。

それとあわせて、追加の審議資料の９６ページで、これは休暇の関係なんですけれど

も、１６条に、ここでは常勤職員との権衡及び職務の特殊性を考慮し任命権者が別に定

めるということで、休暇についての評価についても、本人の評価ではなくて、その部署

における評価という形で抑える方向になってると思うんですけども、ここの取り扱いに

よっては不利益を生じる可能性があるのではないかと感じるんですけども、実務の中で

このあたりの不利益が払拭できる対応をされるのであれば問題ないかと思うんですけれ

ども、そのあたりについての準備といいますか、方針等があれば聞かせていただけます

でしょうか。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） それぞれの職種もたくさんございますし、それぞれケース

ごとということになると思います。ただ、ケースといいましても、条例規則を定めてお

りますので、その範囲内でということになりますが、個々の事例に照らし合わせて、給

与であったり、勤務の時間であったり、あるいは休暇等についても決めていくことにな

ろうかと思います。

能力の部分につきましては、個人の能力ということもございますし、また、資格、そ
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ういったものも加味してこなければならない部分もあるかと思いますし、また、７条で

はその職種における職場での均衡、そういったものを加味してまいらなければいけない

というようなことでございます。ちょっと答弁になるかどうかわからないんですけども、

個々具体的な事例に沿って決めていかなければいけないと思っております。

○議長（中井 勝君） １１番、河越忠志君。

○議員（11番 河越 忠志君） ある意味では実施内容といいますか、運用について非常

に微妙な部分があろうかなと思うので、差がない、不利益が生じない形の中で運営をし

ていただきたいと思いますので、そのあたりについては、実際にこの規則が施行される

前に、またはされてからにおいても、それぞれ不利益が生じない、また平等である形で

維持していただくは要があると思いますので、御検討をお願いします。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 組合とも事務折衝なり交渉を重ねて、できるだけ不利益が

生じないような形の調整ができればと思います。

○議長（中井 勝君） そのほか。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） 条例の２４条、この中の２項に「日額又は時間額により

報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対しては、その者の勤務日数又は勤

務時間に応じて報酬を支給する」と。パートタイムの場合は２種類、いわゆる報酬なん

かの関係でも分かれるっていうことですか。いわゆる時間給、それから勤務時間ですね、

日数、それのいうことになるわけですか。

それと、もう一つは、２６条は「月額により報酬を定められているパートタイム会計

年度任用職員が正規の勤務時間中に勤務しないときは」、ちょっと途中は省きますけど、

「その勤務しない１時間につき、前条第１号に定める勤務１時間当たりの報酬額を減額

する」と。これが例えば学校なんかのソーシャルワーカーだとかそういう方たちに適用

される内容じゃないんですか。ちょっと事例がもう一つ浮かばないんでね、月額報酬で

すから、普通減らされることはないのかなと思ってたら、こういう形で一つは減らされ

る場合がありますということですから、ちょっとそこら辺のところ説明してください。

その２点、お願いします。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） まず、パートタイム会計年度任用職員につきましては、月

額報酬とする場合、それから日額とする場合、それから時間額とする場合、３種類がご

ざいます。そうした中で、２６条の部分につきまして報酬の減額と書いておりますのは、

それぞれ休日法による休日、それから年末年始の休日、それから有給を使っている場合、

そういった場合以外に、要は無給で、あるいは欠勤した場合、そういった場合の減額に

ついて定めている規定でございます。それぞれ月額、それから日額、時間額ということ

で報酬を決めておりますので、それぞれの決め方に沿って報酬の額を減額することにつ
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いて規定しているものでございます。

○議長（中井 勝君） そのほか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

お諮りをいたします。質疑を終結し、討論を省略して採決したいと思いますが、ご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） それでは、質疑を終結し、討論に入ります。

まず最初に、本案に対し反対者の発言を許可いたします。

９番、谷口功君。

○議員（９番 谷口 功君） 議案第６７号、新温泉町会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例の制定について反対討論を行います。

この問題になっております働き方改革は、１９９５年、日経連が打ち出した新時代の

日本的経営の方針から始まりました。終身雇用制の解体や成果主義の金、さらには非正

規雇用の拡大など、そして、公務員バッシング、公務員改革につながってきています。

この会計年度任用職員制度の最大の問題点は、会計年度単位の有期任用の職員制度で

あり、非正規職員を正式に公認する制度となることにあります。

以下、２つのことを指摘したいと思います。

１つは、正規職員の業務は組織の管理運営自体に関する業務や、財産の差し押さえ、

許認可といった権力的業務に限定しようとしています。公共サービスの提供者から公共

サービスの管理者へ、正規職員は管理者とかじ取り中心に限定し、嘱託・臨時職員の長

年の悲願であった一時金の支給など、労働条件の一定の前進はあるものの、住民の暮ら

しや命にかかわる現場の業務の大半が不安定雇用の会計年度任用職員に置きかえが可能

となるという問題であります。

２つには、会計年度任用職員は地方公務員法で規定された公務上の義務、職務規律、

人事評価が適用され、上司の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、守秘義務、職務専

念義務や政治的行為の制限など一般職員化が行われます。労働条件で正規職員との格差

を残したまま、義務や規律、処罰だけは正規職員並みという問題があります。任期の定

めのない常勤職員を中心とする公務運営という公務労働の原則から大きく逸脱すること

になりはしないのか。公務員が提供する住民サービスの質が低下するおそれがあるので

はないか。

以上を指摘して反対討論といたします。

○議長（中井 勝君） 次に、賛成者の発言を許可します。ありませんか。いいですか。

〔賛成討論なし〕

○議長（中井 勝君） それでは、反対はないですよね。それでは、これで討論を終わ

ります。
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これから本案を採決いたします。

採決は、起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（中井 勝君） 起立１２名であります。よって、本案は、原案のとおり可決さ

れました。

・ ・

日程第６ 議案第６８号

○議長（中井 勝君） 日程第６、議案第６８号、新温泉町印鑑条例の一部改正につい

てを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、住民基本台帳法施行令等の一部を改正す

る政令が公布されたことに伴い、所要の改正を御提案申し上げるものであります。

内容につきまして、町民安全課長が説明いたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 西村町民安全課長。

○町民安全課長（西村 徹君） それでは、議案第６８号、新温泉町印鑑条例の一部改

正について御説明申し上げます。説明の都合上、審議資料２４ページの概要資料をごら

んください。

住民票、個人番号カード等への旧氏の記載等についてということで、一部改正例が出

ております。主には、女性活躍推進の観点から、住民票、個人番号カード等への旧氏の

記載が可能となるよう、住民基本台帳法施行令等の改正を行うものでございます。それ

に伴いまして、印鑑登録につきましてもそれを適用するための印鑑条例の一部改正でご

ざいます。

旧氏の定義でございますが、その者が過去に称していた氏であって、その者に係る戸

籍または除かれた戸籍に記載または記録がされているものでございます。

次に、住民票、個人番号カード等に記載できる旧氏の記載ということで、一度記載し

た旧氏は、婚姻等により変更されてもそのまま記載が可能ということでございます。そ

して、変更の際には直前に称していた旧氏に限るものでございます。旧氏記載の請求、

旧氏確認の方法を記載をしております。

公布日が平成３１年４月１７日、施行予定日としまして１１月５日から施行するとな

っております。

続いて、戻っていただきまして、２２、２３ページの新旧対照表をごらんください。

第５条、登録登録の制限、第６条、印鑑登録原票、第１２条、印鑑登録の職権抹消、第

１３条、印鑑登録の証明、いずれも氏名及び通称に旧氏を加える規定でございます。第

５条の１項１号関係令第３０条の１３とは、先ほどの概要資料の旧氏の定義の規定でご
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ざいます。また、同じく第５条の令第３０条の１６第１項とは、外月人住民の住民票に

通称の記載を求める際に、呼称を居住関係の公証とするための資料の提示等について規

定がされているものでございます。

それでは、議案、条例本文に戻っていただきまして、附則といたしまして、施行期日

として、この条例は令和元年１１月５日から施行するとしております。

以上、よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑に入ります。質疑をお願いします。ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

お諮りいたします。質疑を終結し、討論を省略して採決したいと思いますが、御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） 異議なしと認め、採決いたします。

本案を原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） 異議なしと認めます。よって、本案は、原案のとおり可決され

ました。

・ ・

日程第７ 議案第６９号

○議長（中井 勝君） 日程第７、議案第６９号、新温泉町商店街活性化拠点施設条例

の一部改正についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、商店案内所・杜氏館業務について指定管

理業務を行うことを可能とするため、所要の改正を御提案申し上げるものでございます。

内容につきまして、商工観光課長が説明いたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 水田商工観光課長。

○商工観光課長（水田 賢治君） それでは、議案第６９号、新温泉町商店街活性化拠点

施設条例の一部改正について御説明をいたします。

本案につきましては、商店街活性化拠点施設であります新温泉町湯９８番地１に所在

する商店案内所と杜氏館の２施設について、現在、商店案内所は湯村温泉観光協会へ貸

し館としており、杜氏館は町の直営で管理をしております。それぞれ管理方法が異なる

ことから、今後一体的に管理をし、指定管理ができるように所要の改正をお願いするも

のです。

説明の都合上、新旧対照表で説明をいたしますので、審議資料の２５ページをお開き
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願います。

指定管理ができる条文を追加するため、現行の第７条から第９条を改正案では第９条

から第１１条に繰り下げ、第６条の次に２条を加えるものでございます。第７条として、

指定管理者による管理を規定し、指定管理ができることとすること、休館日並びに開館

時間を町長の承認を得て変更できること、条例中の文言について、町長を指定管理者、

使用時間を利用時間、使用者を利用者と読みかえるものといたします。

次に、第８条として指定管理者が行う業務を定め、施設及び設備の維持管理と施設の

運営に関するもののうち、町長の権限に属する事務を除いた業務と規定をいたします。

それでは、議案の本文に戻っていただきます。附則として、この条例は令和元年１０

月１日から施行するものでございます。どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑に入ります。質疑をお願いします。ありませんか。

１５番、中村茂君。

○議員（15番 中村 茂君） 指定管理ができるようにという条例の改正ですが、指定

管理はいつからする予定でしょうか。それを聞きたいと思います。

○議長（中井 勝君） 水田商工観光課長。

○商工観光課長（水田 賢治君） 今回の議案を御了承いただきましたら協議を進めまし

て、１２月には指定管理者の御提案を上程させていただきたいと考えております。

○議長（中井 勝君） １５番、中村茂君。

○議員（15番 中村 茂君） 同時に指定管理とあわせてしなかった理由というのは何

でかなと思うんだけど、指定管理者というのは公募しても多分１つの団体しか出てこな

いのかなっていう気がするんだけど、一緒にできなかった理由っていうのは何かありま

すか。

○議長（中井 勝君） 水田商工観光課長。

○商工観光課長（水田 賢治君） 特に指定管理をしなかったという理由は今のところは

聞いておりませんが、それぞれ２通りの管理をしてきたことで運営をしてきたことに特

に大きな支障がなかったということでございます。

○議長（中井 勝君） １５番、中村茂君。

○議員（15番 中村 茂君） 僕の認識からいえば、同時にしたほうがいいのかなって

いう気が、多分そのほうが効果的ではないかと。確かに条例を直しといて、それから改

めてまた募集をかけてとか、それがある分正規かなという気もせんでもないんだけど、

従来の指定管理に係る条例改正、また指定管理者の選定については同時進行であったよ

うな気がするもんで、大きな理由がなかったら、なぜそうしないのかなと。それに伴っ

て補正が発生する場合もあるし、ちょうどこの９月でやってしまうということもあって

いいのではないかという気がするんだけど。特段の問題がなければしてしまえばええと

いう気がするんですが、いかがですか。今出てないからあれだけどな。
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○議長（中井 勝君） いいですか。（発言する者あり）

田中副町長。

○副町長（田中 孝幸君） 従来どういう形にしていたのかというのはちょっと不明なん

ですけれども、今回の条例改正については条例できちっと指定管理の制度を御了解いた

だいた後、やはり公募するというふうな形の、手続上明確にするという意味で、議会の

御了解を得た上で募集をかけるという手続にさせていただいているところでございます。

○議長（中井 勝君） そのほか。

９番、谷口功君。

○議員（９番 谷口 功君） 定かではないんですけども、但馬杜氏の方に対する敬意

を払うというような意味合いがあったのではないかなと。だから、直営で維持管理をし

ていた経過をもう少し歴史的に明確に調査した上で、あるいは当時の皆さんと協議をし

た上でこういうことになってきているのかなと、ちょっと不安になるんですが、いかが

でしょうか。（発言する者あり）いや、僕も記憶が定かじゃないが、何かそんな理由が

あったような気がするんや。

○議長（中井 勝君） 西村町長。

○町長（西村 銀三君） 杜氏組合っていいますか、元ＯＢが今の杜氏館の管理をしてい

ただいております。非常に高齢化っていいますか、なかなか人選っていいますか、非常

に難しいところもあるようであります、高齢化もありますし。そういった中で観光協会

と統一的に運営したいという話が出てきたということを聞いております。

前の岩垣商工観光課長にちょっとその辺の経緯がわかれば報告をしてもらいます。

○議長（中井 勝君） じゃあ、もとの課長、岩垣課長。

○企画課長（岩垣 廣一君） この件につきましては、従前から産建委員会で今後の予定

ということで、昨年度から示させていただいておりました。大体その工程に沿って今進

めているところでございますし、今、杜氏さんのお話がございましたけれども、今現在

がシルバー人材センターに直営事業でございますけども、委託としてお願いをしており

ます。シルバー人材センターの中から杜氏さんを選んで勤務をいただいている状況でご

ざいます。町長言いましたように、なかなか高齢化が進んで、はずしも杜氏に限定した

形がとれていないという状況もございますし、これからの運営方法をシルバー人材セン

ターや皆さんと相談させていただきながら進めておるところでございます。以上でござ

います。

○議長（中井 勝君） そのほか。（発言する者あり）

暫時休憩します。

午後２時０４分休憩

午後２時０５分再開

○議長（中井 勝君） 再開します。
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そのほか質疑があれば。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。質疑を打ち切ります。

質疑を終結し、討論を省略して採決したいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） 異議なしと認め、採決いたします。

本案を原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） 異議なしと認めます。よって、本案は、原案のとおり可決され

ました。

・ ・

日程第８ 議案第７０号

○議長（中井 勝君） 日程第８、議案第７０号、新温泉町十字谷残土処分場条例の一

部改正についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、社会保障の安定財この確保等を図る税制

の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律及び社会保障の安定財

この確保等を図る税制の抜本的改革を行うため、地方税法及び地方交付税法の一部を改

正する法律により税率が引き上げられることに伴い、所要の改正を御提案申し上げるも

のであります。

内容につきまして、建設課長が説明いたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 山本建設課長。

○建設課長（山本 輝之君） 議案第７０号、新温泉町十字谷残土処分場条例の一部改正

につきまして御説明させていただきます。

提案理由につきましては、先ほど町長が申し上げたとおりでございます。改正内容と

いたしましては、提案説明に記載のとおりでございますが、消費税法を改正する法律並

びに地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律の施行により、税率が現行の８％

から１０％に引き上げられることから、残土処分場使用料の改正をお願いするものでご

ざいます。

説明に際しまして、審議資料の２７ページの表を見ていただきたいと思います。消費

税率改正に伴う残土処分場使用料の改正案という表でございます。

残土処分場の残土受け入れに際しましては、使用料をダンプ積載能力によりまして条

例区分としており、２トンから⒐５トンを超えるものまで４段階に区分をいたしており

ます。まず、計月基礎の欄を見ていただきたいと思います。現行の使用料は基本といた

しまして１トン当たり消費税８％を含みます８８０月としております。税抜き額といた
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しましては、Ｂイコールとしておりますが、１トン８１９月になりますので、これに１

０％を加月した額の１０月未満を切り捨ていたしまして、１トン当たり９００月といた

しております。この額をダンプ区分毎の最大積載量に乗じた値としております。条例区

分の２トン以下のものは ７６０月から ８００月に、次の２トンを超え４トン以下の 

ものは ５２０月から ６００月に、４トンを超え  ⒐５トン以下のものは ３６０月か

ら ５５０月に改正となります。一番下の ⒐５トンを超えるダンプにつきましては、そ

のダンプの最大積載量に１トンにつきまして８８０月を乗じた額から９００月を乗じた

額に改正をお願いするものでございます。

なお、審議資料の２６ページにつきましては、この改正内容の新旧対照表であります

ので、御清覧をいただきたいと思います。

それでは、本文に返っていただきまして、改正条文になりますけども、附則といたし

まして、この条例は令和元年１０月１日から施行いたします。

以上、よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑ありませんか。

１５番、中村茂君。

○議員（15番 中村 茂君） 今回、この条例以外にも消費税に絡んでの改正があるわ

けですが、この町として、消費税をもってして上げるというものと、そうでないものと、

据え置く分も多分ある。その辺の判断っていうのはどこにあるのかなということ。もし

わかれば、どれだけの消費税絡みの条例があって、その中でこれだけをっていうような

ところまで調査というか、されて、個々の条例改正に至ってるのかなと。その辺を、こ

の件だけじゃないんですが、今回の多くの条例改正の中における消費税についての質問

です。

○議長（中井 勝君） 井上総務課長。

○総務課長（井上 弘君） 使用料に関するもの、手数料に関するもの、消費税が転嫁

されるものはいろいろなものがあるかと思います。それの全てを把握できているという

ものではございませんが、まず一番、本町にとって多くの施設で関係してるのが使用料

徴収条例になるかと思います。この部分につきましては、現行の使用料徴収条例で４３

施設の使用料をこの条例にまとめ上げているわけでございます。この部分につきまして

は、旧町時代からどういうふうに消費税が転嫁されてきたかということをちょっとさか

のぼって検討しておりまして、まず、平成元年に消費税が３％、消費税が設定されたわ

けでございます。そして、次が平成９年に５％、２６年に８％、そして本年１０月に１

０％というような消費税が改定をされております。この消費税について、要は消費税率

アップに伴う使用料を義務的改正ではなくて、消費税率アップによるコストの増加を伴

う使用料等を政策的にどういうふうに判断して改正するのかしないのかということだと

思います。

－５７－



こうした消費税率の改正の経過を追う中で、本町としましては、旧町にさかのぼるわ

けでございますけども、温泉町の使用料条例では、平成元年に３％、使用料に転嫁する

ような改正をいたしております。そして、平成９年に建物の目的外使用料、この部分に

ついて１００分の３、要は３％から１００分の５、５％に改正をいたしておりまして、

個々の使用料については改正をいたしておりません。浜坂町の使用料徴収条例におきま

しても、温泉町の使用料徴収条例の改正と同様に、平成３年、それから平成９年に条例

を改正しているところでございます。

これらの経過を勘案する中で、平成３０年度に使用料徴収条例の中にある施設でどれ

だけの使用料が上がっているかというような試月をいたしました。そして、今回、消費

税率については、先ほど申し上げましたとおり、３％を転嫁してから、それ以降の改正

はいたしておりませんので、もし今回１０％ということになれば、単純に計月しますと

７％転嫁されるということになるかと思います。その額につきましては、平成３０年の

使用料の実績でいきますと、約７００こ月余りが使用料としてふえるということになり

ます。これらについて、住民に負担をお願いするかどうかという判断のもとで、条例改

正を御提案させていただいていないという状況でございます。

○議長（中井 勝君） １５番、中村茂君。

○議員（15番 中村 茂君） 上げないということはありがたい部分がありますので、

僕は上げろという意味じゃなくて、町全体を総合的に見て、個々をちゃんと見た後にこ

うしましたというんだったらいいんだけど、使用料、多くの町民がその関係する部分を

ちゃんとおいてくれたということですからありがたいんですけど、こうして大きな制度

改正があったときに、自分の懐の中をやっぱり一つ一つちゃんと検討しとかんとあかん

のかなと。ただ、それが例えば、あっ、しまった、あのとき少し上げさせてもらったら

よかったなとか、そんなことにならないためにも、消費税に関係するもう全ての条例を

そういう機会にはちゃんと見るぐらいの作業をやっぱりすべき違うかなと。決して上げ

という意味じゃないですよ。そういう点検した後に、こうして個々の条例が出てくると、

そういうふうにあってほしいなと、半分要望ありますけど、意味としてはそんなとこで

あります。

○議長（中井 勝君） いいですね。

そのほか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

それでは、質疑を終結し、討論に入ります。

まず、本案に対し反対者の発言を許可します。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） それでは、議案第７０号、新温泉町十字谷残土処分場条

例の一部改正に反対する討論を行います。
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今、質疑でもございましたように、消費税の増税に伴い、町における各種手数料の積

月根拠になる経費がやはりどんどん上がるということであります。そして、当然、町民

の暮らしにも大変な影響を与えると。消費税増税に伴い、この十字谷の残土持ち込み料

金を値上げするものでありますが、値上げにより公共工事や民間の工事単価に影響を及

ぼします。ひいては町財政にも悪影響を与えると。町民生活にも結果的には悪い影響が

出てくる可能性が強いわけであります。

消費税は１９８９年、平成元年に税率３％で導入され、その後の３０年間に５％、８

％と増税が繰り返されてきました。消費税というのは、原則としてあらゆる商品やサー

ビスに課税され、低所得者ほど税負担が重くなります。税金の負担は能力に応じてとい

う大原則から外れた税金であります。社会保障を受ける低所得者へ負担が重くなる消費

税を増税する、これほど愚かな政策はありません。物が売れない、買えない、こういっ

た状態から、商店や工場の売り上げ減少、の下げ、ますますの景気悪化と、悪のスパイ

ラルがまた繰り返されるわけであります。

今は要なのは増税ではなく、減税により家計消費を温め、景気回復に向かうことだと

考えてるとこでございます。１９８９年から２０１９年、この３０年間に徴収した消費

税の総額は３２７税 ０００に月、同じ期間に法人税減税で減った税収は２７２税 ０ 

００に月であります。消費税の税収の８３％が法人税減税で持っていかれたということ

であります。当時の経団連など、経営者団体と政府との間に、消費税導入のかわりに法

人税減税を約束したという話が出てるとこでございます。

なお、２０１８年、資本金１０に月以上の大企業における内部留保金は４４９税 ４

２０に月、過去最高を更新をしてるとこであります。他方、労働者のの金は下がり続け

ています。安倍自公政権は、増税とともに、相次ぐ社会保障制度改悪を今後行う予定で

す。少額受診者への追加負担、要介護１、２の生活援助の保険給付外し、病床削減、後

期高齢者窓口負担原則２割にアップ、介護保険の利用者負担２割に引き上げなどが予定

されています。これらの点からも、消費税が社会保障の安定的財こにならないことは明

らかであります。したがって、反対をいたします。以上です。

○議長（中井 勝君） 次に、本案に対し賛成者の発言を許可します。ありませんか。

〔賛成討論なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

これで討論を終わります。

これから本案を採決いたします。

採決は、起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（中井 勝君） 起立１２であります。よって、本案は、原案のとおり可決され

ました。
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暫時休憩します。３５分まで。

午後２時２１分休憩

午後２時３５分再開

○議長（中井 勝君） 休憩を閉じ、会議を再開します。

・ ・

日程第９ 議案第７１号

○議長（中井 勝君） 日程第９、議案第７１号、新温泉町下タ山公共建設残土処分場

条例の一部改正についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、議案第７０号と同様、関係する法律の改

正により税率が引き上げられることに伴い、所要の改正を御提案申し上げるものであり

ます。

内容につきまして、建設課長が説明いたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 山本建設課長。

○建設課長（山本 輝之君） 議案第７１号、新温泉町下タ山公共建設残土処分場条例の

一部改正につきまして説明させていただきます。

先ほどの議案と同様に、消費税率の引き上げに伴い、残土処分場使用料の改正をお願

いするものでございます。

説明に際しまして、審議資料の２９ページの消費税率改正に伴う残土処分場使用料の

改正案の表をごらんください。

残土処分場の残土受け入れに際しましては、十字谷と同じく、使用料をダンプの積載

能力により、２トンから４トンを超えるものまで４段階に区分しております。

計月基礎の欄を見ていただきたいと思います。現行の使用料は１トン当たり、消費税

８％を含みます ５５０月としております。税抜きといたしましては、Ｂイコールとし

ております１トン ４４０月となりますので、これに１０％を加月した額の１０月未満

を切り捨ていたしまして、１トン当たり ５８０月としております。この額を、表の下

の米印のところの説明にございますように、ダンプ区分毎の平均受け入れ土量に乗じた

値としております。

なお、この平均受け入れ土量といいますのは、もともと下タ山の残土処分場では平成

２８年の７月まで計量器、トラックスケールを使用しまして実測をしていましたが、管

理棟の横を流れております味原川の河川改修工事の際に管理棟を移転いたしましたので、

その段階で計量をやめまして、ダンプの種類ごとの積載能力区分に改正してるとこでご

ざいます。

この改正に際しまして、ダンプ１台当たりの使用料が改正までの実測の使用料と改正
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後のダンプ１台当たりの使用料が大きく変動しないようにということで、これまでの計

量実績をもとにダンプの能力区分の平均土量で月定をいたしたものでございます。その

平均受け入れ土量は、それぞれ欄の括弧の中に表示しています。２トン以下では⒈５ト

ン、２トンから３トンでは⒉５トン、３トンから４トンでは⒊５トン、４トンを超える

ものにつきましては⒎５トンとしておりまして、それに１トン当たりの改正後の単価

５８０月を乗じた額としております。

条例区分では、２トン以下のものにつきましては ３２５月から ３７０月に、次の 

２トンを超え３トン以下のものは ８７５月から ９５０月に、３トンを超え４トン以 

下のものは ４２５月から ５３０月に、４トンを超えるものにつきましては１こ ６  

２５月から１こ ８５０月にそれぞれ改正をお願いするものでございます。

なお、審議資料２８ページはこの改正内容の新旧対照表でありますので、御清覧いた

だきたいと思います。

それでは、本文に戻っていただきまして、条例改正文でございますが、附則といたし

まして、この条例は令和元年１０月１日から施行をいたします。

以上、よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑ありませんか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

それでは、質疑を終結し、討論に入ります。

まず、本案に対し反対者の発言を許します。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） それでは、議案第７１号、新温泉町下タ山残土処分場条

例の一部改正に反対する討論を行います。

この件も消費税増税に伴い、残土持ち込み料金を値上げするものであります。値上げ

により公共工事や民間の工事単価に影響を及ぼし、ひいては町財政に悪影響を与え、町

民生活にも悪影響を与えます。したがって、反対といたします。

○議長（中井 勝君） 次に、本案に対し賛成者の発言を許します。ありませんか。

〔賛成討論なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。これで討論を終わります。

これから本案を採決いたします。

採決は起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（中井 勝君） 起立１２名であります。よって、本案は、原案のとおり可決さ

れました。

－６１－



・ ・

日程第１０ 議案第７２号

○議長（中井 勝君） 日程第１０、議案第７２号、新温泉町温泉供給条例の一部改正

についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましても議案第７０号と同様で、関係する法律の改

正により税率が引き上げられることに伴い、所要の改正を御提案申し上げるものであり

ます。

内容につきまして、上下水道課長が説明いたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 北村上下水道課長。

○上下水道課長（北村 誠君） それでは、議案第７２号、新温泉町温泉供給条例の一

部改正につきまして御説明させていただきます。

平成２４年８月に成立いたしました社会保障の安定財この確保などを図る税制の抜本

的な改革を行うための消費税法の一部を改正するなどの法律などにおきまして、消費税

及び地方消費税率が令和元年１０月１日に８％から１０％に引き上げられることが規定

されているところでございます。温泉加入金及び温泉使用料金に消費税及び地方消費税

を月滑かつ適正に転嫁するため、所要の改正を行うものでございます。

この後説明させていただきます水道事業、下水道事業についても同様の改正がござい

ますので、消費税率の引き上げとして説明させていただきます。よろしくお願いいたし

ます。

説明の都合上、審議資料の３０ページ、新旧対照表をお開きください。別表第１、第

９条関係です。温泉加入金、温泉名の七釜温泉、種別、営業用の現行加入金は６こ ８

００月でございます。これの消費税及び地方消費税８％を転嫁しないところの加入金正

味の額は６こ月です。税率が１０％へ引き上げられますので、消費税分は ０００月と

なります。６こ月と ０００月を足したところの６こ ０００月に改正案のとおり改正 

していくということで、以下、同様に改正するものでございます。

次のページ、別表第２、第２６条関係です。温泉使用料金額、月額、七釜温泉営業用

基本使用料金は ０８０月で、その右の超過料金、第１次は５４月、その右の第２次は

１０８月でございます。消費税及び地方消費税を転嫁しない使用料金は、それぞれ基本

料金が ０００月、超過料金、第１次は５０月、第２次は１００月です。加入金と同様

に１０％の消費税及び地方消費税を加えた １００月、５５月、１１０月に、以下同様

に記載のとおり改正するものでございます。

議案に戻っていただいて、めくっていただいて、別表第２の下段に附則がございます。

附則といたしまして、施行日は令和元年１０月１日としており、経過措置として、施行

日前から継続している使用について、施行日から令和元年１０月３１日までの間に使用
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料の支払いを受ける権利の確定する場合の当該確定した使用料については、なお従前の

例、従前の税率８％によるとしております。一例を挙げますと、毎月検針ですので、検

針日が１０月ですと、１０月分は従前の例、８％、１１月から１０％となります。

以上で説明を終わります。どうぞよろしくお願いします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑はありませんか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

それでは、質疑を終結し、討論に入ります。

まず最初に、本案に対し反対者の発言を許可します。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） それでは、議案第７２号、新温泉町温泉供給条例の一部

改正について、反対の立場で討論いたします。

消費税増税に伴い、温泉使用料を値上げするものであります。値上げにより町民生活

にも悪い影響を与えるとともに、町の施策であるおんせん天月にも悪影響があるのでは

ないかと考えるとこでございます。

以上の理由で反対といたします。

○議長（中井 勝君） 次に、本案に対し賛成者の発言を許可します。

〔賛成討論なし〕

○議長（中井 勝君） ほか、討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） それでは、これで討論を終わります。

これから本案を採決いたします。

採決は、起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（中井 勝君） 起立１２名、多数であります。よって、本案は、原案のとおり

可決されました。

・ ・

日程第１１ 議案第７３号

○議長（中井 勝君） 日程第１１、議案第７３号、新温泉町水道事業給水条例の一部

改正についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、水道法の一部を改正する法律の施行に伴

う水道法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令及び水道法の一部を改正する法
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律の施行に伴う関係法令の整備及び経過措置に関する政令の公布並びに社会保障の安定

財この確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法

律及び社会保障の安定財この確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及

び地方交付税法の一部を改正する法律により税率が引き上げられることに伴い、所要の

改正を御提案申し上げるものであります。

内容につきまして、上下水道課長が説明をいたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 北村上下水道課長。

○上下水道課長（北村 誠君） それでは、議案第７３号、新温泉町水道事業給水条例

の一部改正につきまして御説明させていただきます。

まず、平成３０年１２月に成立した水道法の一部を改正する法律の施行について、そ

の施行期日を定める政令及びその施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令

が公布され、令和元年１０月１日から施行されますので、その所要の改正を行うもので

ございます。

次に、消費税率の引き上げに伴い、水道加入金及び水道使用料金に消費税及び地方消

費税を月滑かつ適正に転嫁するため、所要の改正を行うものでございます。

説明の都合上、審議資料の３２ページ、新旧対照表をお開きください。

まず、条文見出し、両括弧でつけてあります加入金、第７条第２項の表中、口径１３

ミリメートルの加入金の額は現行１０こ ０００月でございますけれども、消費税及び

地方消費税８％を転嫁しないところの加入金の額は１０こ月です。税率が１０％へ引き

上げられますので、１こ月の消費税及び地方消費税を加えた１１こ月に、以下、同様に

記載のとおり改正するものでございます。

次に、３４ページをお願いいたします。別表、第２６条関係、専用給水栓、口径１３

ミリ、１カ月につき基本料金は現行 ７２０月で超過水量料金は１７２月でございます。

消費税及び地方消費税８％を転嫁しない基本料金の額は ６００月、超過水量料金は１

６０月です。税率が１０％へ引き上げられますので、それぞれ基本料金に１６０月、超

過水量料金に１６月の消費税及び地方消費税を加えた ７６０月、１７６月に、以下、

同様に記載のとおり改正するものでございます。

３２ページにお戻りいただいて、見出しの構造及び材質、第８条第１項中、水道法施

行令第５条を第６条へ改めるもので、水道法施行令の改正によります条ずれの改正でご

ざいます。

次ページの条文見出し、給水装置の基準違反に対する措置、第３６条第１項中、水道

法施行令第５条を第６条へ改めるのも同様です。次に、条文見出し、手数料、第３３条

第１項に更新手数料を追加するものです。水道法の一部を改正する法律により、指定給

水装置工事事業者制度が改善されまして、工事を適正に行うための資質の保持や実態と

乖離の防止を図るために事業者の指定に更新制が導入されます。この規定が改正案の下

線が引いてあります水道法第２５条の３の２第１項で、その更新するときに１件につい
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て１こ月の手数料の納付を求める内容です。第３号として追加し、以下の号は１号ずつ

繰り上がります。第２項も同様に、１号繰り上げる改正でございます。

議案にお戻りいただいて、めくっていただいて、附則として、施行日は令和元年１０

月１日としておりまして、経過措置として、施行日前から継続している使用について、

施行日から令和元年１０月３１日までの間に使用料の支払いを受ける権利の確定する場

合の当該確定した使用料についてはなお従前の例、従前の税率８％によるとしておりま

す。こちらのほうは隔月で、一例挙げますと、検針日が１０月であった場合、１０月分、

１１月分は８％の従前の税率、１２月からが１０％の税率となります。

次に、この給水条例の一部改正に関連いたしまして、審議資料３５ページをお願いし

ます。新温泉町水道事業給水規程の一部を改正する訓令について御説明させていただき

ますので、めくっていただいて、新旧対照表をごらんください。条文見出し、給水装置

使用材料、第６条第１項中、水道法施行令第５条を第６条へ改めるもので、水道法施行

令の改正によります条ずれによる改正でございます。次に、見出し、給水管及び給水用

具の指定、第７条第２項第２号中、政令第５条を第６条へ改めるのも同様です。

３５ページに戻っていただきまして、附則として、施行日は令和元年１０月１日とし

ております。

以上で説明を終わります。どうぞよろしくお願いします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑ありませんか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ありません。

それでは、質疑を終結し、討論に入ります。

まず、本案に対し反対者の発言を許可します。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） それでは、議案第７３号、新温泉町水道事業給水条例の

一部改正について、反対の立場から討論をいたします。

消費税増税に伴い、水道料金の値上げをするものでございます。水道料金は、御存じ

のとおり、町民どなたでも受けているサービス、いわゆる公共料金でございます。この

公共料金を上げることによって町民生活にも極めて悪い影響があると、このように考え

るとこでございます。

以上で反対の理由といたします。

○議長（中井 勝君） 次に、本案に対し賛成者の発言を許可します。

〔賛成討論なし〕

○議長（中井 勝君） ほか、討論はありませんか。

〔討論なし〕

○議長（中井 勝君） これで討論を終わります。
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これから本案を採決いたします。

採決は、起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（中井 勝君） 起立多数、１２名です。よって、本案は、原案のとおり可決さ

れました。

・ ・

日程第１２ 議案第７４号

○議長（中井 勝君） 日程第１２、議案第７４号、新温泉町水道事業布設工事監督者

の配置基準及び資格要件並びに水道技術管理者の資格要件に関する条例の一部改正につ

いてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、水道法の一部を改正する法律の施行に伴

う水道法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令及び水道法の一部を改正する法

律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令が公布されたことに伴い、所

要の改正を御提案申し上げるものであります。

内容につきまして、上下水道課長が説明いたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 北村上下水道課長。

○上下水道課長（北村 誠君） それでは、議案第７４号、新温泉町水道事業布設工事

監督者の配置基準及び資格要件並びに水道技術管理者の資格要件に関する条例の一部改

正につきまして御説明させていただきます。

水道法の一部を改正する法律の施行について、その施行期日を定める政令、その施行

に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令が公布され、令和元年１０月１日から

施行されますので、所要の改正を行うものでございます。

説明の都合上、審議資料の３７ページの新旧対照表をごらんください。条文見出し、

布設工事監督者の資格、第３条中、水道法施行令第４条を第５条に改めるもので、水道

法施行令の改正によりまして条ずれの改正でございます。次の水道技術管理者の資格、

第４条中、政令第６条を第７条へ改めるのも同様です。

議案に戻っていただきまして、附則として、施行日は令和元年１０月１日としており

ます。

以上で説明を終わります。よろしくお願いします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑ありませんか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようですね。
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お諮りをいたします。質疑を終結し、討論を省略して採決したいと思いますが、御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） 異議なしと認め、採決いたします。

本案を原案のとおり決定することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） 異議なしと認めます。よって、本案は、原案のとおり可決され

ました。

・ ・

日程第１３ 議案第７５号

○議長（中井 勝君） 日程第１３、議案第７５号、新温泉町下水道条例の一部改正に

ついてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件は議案第７０号と同じく、社会保障の安定財この確保等を

図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律及び社会保障

の安定財この確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法

の一部を改正する法律により税率が引き上げられることに伴い、所要の改正を御提案申

し上げるものであります。

内容につきまして、上下水道課長が説明をいたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 北村上下水道課長。

○上下水道課長（北村 誠君） 議案第７５号、新温泉町下水道条例の一部改正につき

まして御説明させていただきます。

消費税率の引き上げに伴いまして、下水道使用料に消費税及び地方消費税を月滑かつ

適正に転嫁するため、所要の改正を行うものでございます。

説明の都合上、審議資料の３８ページの新旧対照表をお願いいたします。条文見出し

の使用料の月定方法、第２０条第１項中、１００分の１０８を１００分の１１０へ改め

るものでございます。

議案に戻っていただきまして、附則として、施行日は令和元年１０月１日としており、

経過措置として、施行日前から継続している使用について、施行日から令和元年１０月

３１日までの間に使用料の支払いを受ける権利の確定する場合の当該確定した使用料に

ついてはなお従前の例、従前の税率８％によるとしております。

例えば検針日が１０月の場合、１０月分、そして１１月分が８％となり、１２月分か

ら１０％となります。また、両括弧内に記載のとおり、使用人数により月出する場合に

あっては、施行日から同年１１月３０日までの間に使用料の支払いを受ける権利の確定

するものの当該確定した使用料はなお従前の例、従前の税率８％によるものとして、水
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量制と人数制の間で経過措置が同様の扱いとなるように調整しております。

以上で説明を終わります。どうぞよろしくお願いいたします。

○町長（西村 銀三君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑はありませんか。

４番、阪本晴良君。

○議員（４番 阪本 晴良君） １点だけ、経過措置の中で、１０月分の検針は８％とい

うお話で、１１月分の検針から１０％にするという経過措置という説明でございますけ

れども、消費税を月に納める場合、多分この施設もそういうことをやっとると思うんで

すけども、１０月分で施行されとるわけですので、１０％。その場合、１０月分は１０

％で払うのか、８％で払うのか、ちょっとそこら辺をお尋ねいたします。

○議長（中井 勝君） 北村上下水道課長。

○上下水道課長（北村 誠君） この経過措置は消費税法などによるものでして、１０

月に確定する場合においては、そのものについては従前の税率８％ということになりま

す。ですから、これ、例等を申し上げましたのは、水道を御使用の場合、偶数月の検針

になりますので１０月の検針となります。その１０月分は通常どおり１０月、１１月の

納付書として出ますから、その分については８％ということです。

ただ、両括弧内で御説明いたしましたが、人数制の部分は月末現在の住民基本台帳数

値によって料金を計月するということになっております。それですと、料金制のほうは

一月早く１０％が課税されるということになり、それが消費税法は正しいと。しかしな

がら、両地域の均衡を保つは要がありますし、また、プログラム計月上なかなかそのあ

たりが難しいということで、その２つの理由によって、両括弧内においては、今、議員

がおっしゃったとおり、一月分については消費税法が予定している２％の値上げ部分は

事業会計が見るということになります。以上です。

○議長（中井 勝君） そのほか。

〔質疑なし〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

質疑を終結し、討論に入ります。

まず、本案に対し反対者の発言を許可します。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） それでは、議案第７５号、新温泉町下水道条例の一部改

正について、反対の立場から討論させていただきます。

この問題も消費税増税に伴い、下水道の条例、使用料金を変えるものでございます。

当然、公共料金の一つとして町民生活にも多大なる影響を与えます。この立場から反対

をいたします。以上です。

○議長（中井 勝君） 次に、本案に対し賛成者の発言を許可します。

〔賛成討論なし〕
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○議長（中井 勝君） ほか、討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） これで討論を終わります。

これから本案を採決いたします。

採決は、起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（中井 勝君） 起立多数、１２名であります。よって、本案は、原案のとおり

可決されました。

・ ・

日程第１４ 議案第７６号

○議長（中井 勝君） 日程第１４、議案第７６号、新温泉町生活排水処理施設の設置

及び管理に関する条例の一部改正についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては議案第７５号と同様、関係する法律の一部

改正により税率が引き上げられることに伴い、所要の改正を御提案申し上げるものであ

ります。

内容につきまして、上下水道課長が説明いたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 北村上下水道課長。

○上下水道課長（北村 誠君） 議案第７６号、新温泉町生活排水処理施設の設置及び

管理に関する条例の一部改正について御説明させていただきます。

消費税率の引き上げに伴いまして、生活排水処理施設使用料に消費税及び地方消費税

を月滑かつ適正に転嫁するため、所要の改正を行うものでございます。

説明の都合上、審議資料の３９ページの新旧対照表をお開きください。条文見出しの

使用料の月定方法、第１５条第１項中、１００分の１０８を１００分の１１０へ改める

ものでございます。

議案にお戻りいただいて、附則として、施行日は令和元年１０月１日としており、経

過措置として、施行日前から継続している使用について、施行日から令和元年１０月３

１日までの間に使用料の支払いを受ける権利の確定する場合の当該確定した使用料につ

いてはなお従前の例、従前の税率８％によるとしております。

先ほどの例と同じです。検針日１０月の場合、１０月分、１１月分として納付書を発

行いたしますのは８％、１２月分から１０％になるということです。また、両括弧内に

記載のとおり、使用人数により月出する場合にあっては、施行日から同年１１月３１日

までの間に使用料の支払いを受ける権利の確定するものの当該確定した使用料はなお従

前の例、従前の税率８％によるものとして水量制と人数制との間で経過措置が同様の扱
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いとなるように調整しております。

以上で説明を終わります。どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

質疑を終結し、討論に入ります。

まず、本案に対し反対者の発言を許可いたします。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） それでは、議案第７６号、新温泉町生活排水処理施設の

設置及び管理に関する条例の一部改正について、反対の立場から討論いたします。

これも消費税増税に伴い、利用料、使用料の値上げをするものでございます。値上げ

により町民生活にも多大なる影響を与えます。したがって、反対といたします。

○議長（中井 勝君） 次に、本案に対し賛成者の発言を許可します。

〔賛成討論なし〕

○議長（中井 勝君） ほか、討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） これで討論を終わります。

これから本案を採決いたします。

採決は、起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（中井 勝君） 起立多数、１２名であります。よって、本案は、原案のとおり

可決されました。

・ ・

日程第１５ 議案第７７号

○議長（中井 勝君） 日程第１５、議案第７７号、新温泉町病院事業の設置等に関す

る条例の一部改正についてを議題といたします。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては議案第７５号と同様、関係する法律の一部

改正により税率が引き上げられることに伴い、所要の改正を御提案申し上げるものであ

ります。

内容につきまして、公立浜坂病院事務長が説明いたします。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（中井 勝君） 吉野病院事務長。
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○浜坂病院事務長（吉野 松樹君） それでは、議案第７７号、新温泉町病院事業の設置

等に関する条例の一部改正についてということで御説明をいたします。

このたびの条例改正の提案理由でありますけれども、消費税法の一部改正する等の法

律などの法律改正によりまして税率が引き上げられます。それに伴い、使用料と手数料

の所要の改正を行うものであります。

説明の都合上、審議資料の４０ページをごらんいただきたいと思います。

まず、別表第１ということで、これは第５条に規定しております使用料に関するもの

でございますが、まず、種別の中で病室であります。一番上の個室（特別室）１人１日

につき ６４０月とありますけれども、現在、特別室というのを設置しておりませんの

で、このたびの条例改正により削除をさせていただきたいと思います。個室につきまし

ては、１人１日につき ３２０月、改正案としましては、税抜き ０００月に税率改正 

の上昇分２％、８０月加月して ４００月に改正をさせていただきたいと思います。２

人部人についても同じような内容で、１人１日につき １６０月を ２００月。それか 

ら、健康診断料につきましては、診療報酬点数表の点数に準ずる額に乗じる額１００分

の８とありますところ、改正後に１００分の１０ということで改正をさせていただきま

す。次に、特定療養費につきましても同じような内容で、入院基本料減額相当額に１０

０分の８を乗じるとあるのを１００分の１０を乗じてという形で乗率を変えさせていた

だくものであります。

それから、別表第２でございますが、これは条例第６条の手数料に関係するものでご

ざいます。種別に、ごらんのとおり死亡診断書から一番最後の領収証明書まで１５件ご

ざいます。金額につきましては、 １６０月に相当するのが５件、 ２４０月に相当す 

るのが１件、 ３２０月に相当するのが１件、 ４００月に相当するのが４件、 ４８  

０月に相当するのが４件、合計１５件ございます。これら、それぞれにつきまして同じ

ように条例改正に上げますのは、税率改正に相当する金額の上乗せということで、 １

６０月の手数料については ２００月に、 ２４０月については ３００月に、 ３２   

０月については ４００月に、 ４００月については ５００月に、 ４８０月につい   

ては ６００月にということで、税抜きの金額に２％相当額加月という形で条例改正を

お願いをさせていただくものであります。

ここで、条例本文に返っていただきまして、附則でございます。まず、施行期日です

けれども、令和元年１０月１日から施行するとさせていただきます。それから、経過措

置としまして、改正後の別表第１、使用料でございますけれども、この規定については、

条例の施行の日以後、診療等に係る使用料について適用し、同日前の診療等に係る使用

料についてはなお従前の例によるという形で提案をさせていただくものでございます。

よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑はありませんか。
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４番、阪本晴良君。

○議員（４番 阪本 晴良君） これで消費税の関係の条例が終了すると思いますけれど

も、消費税関連で一本で条例の上程ができると思うんですけれども、これを分けた理由

はどういう理由で一本ずつの条例というか、提案にされたのか、ちょっと教えてくださ

い。

○議長（中井 勝君） 暫時休憩します。

午後３時１７分休憩

午後３時１９分再開

○議長（中井 勝君） 再開します。

田中副町長。

○副町長（田中 孝幸君） 意図というほどではないんですけれども、基本的には、今、

議員おっしゃったように、８％を１０％にするだけということであれば一本でやるとい

うこともあるんですけども、その際に、あわせて、例えば病院の場合は特別室の、現状

に合わせて修正をしたというところもございますので、その都度、条例の規定上で整備

をした部分がありますので、それぞれでやらせていただいたということでございます。

○議長（中井 勝君） そのほか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

質疑を終結し、討論に入りたいと思います。

まず最初に、本案に対し反対者の発言を許可します。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） これが最後でございます。議案第７７号、新温泉町病院

事業の設置等に関する条例の一部改正について、反対の立場で討論をいたします。

病院もかと率直に驚きました。消費税の増税により使用料、手数料の値上げというこ

とであります。町民の生活、健康、そういったところにも悪影響があるのではないかと

危惧をいたします。したがって、反対をいたします。

○議長（中井 勝君） 次に、本案に対し賛成者の発言を許可します。

〔賛成討論なし〕

○議長（中井 勝君） ほか、討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） これで討論を終わります。

これから本案を採決いたします。

採決は、起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕
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○議長（中井 勝君） 起立多数、１２名であります。よって、本案は、原案のとおり

可決されました。

・ ・

日程第１６ 議案第７８号

○議長（中井 勝君） 日程第１６、議案第７８号、新温泉町特定教育・保育施設及び

特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正についてを議題といた

します。

上程議案に対する町長の提案説明を求めます。

西村町長。

○町長（西村 銀三君） 本件につきましては、子ども・子育て支援法の一部を改正する

法律の施行に伴う子ども・子育て支援法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の

整備及び経過措置に関する政令、子ども・子育て支援法施行規則の一部を改正する内閣

府令、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一部を改正す

る内閣府令及び特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一部

を改正する内閣府令の改正に伴い、所要の改正を御提案申し上げるものであります。

内容につきまして、こども教育課長が説明いたします。よろしくお願いいたします。

○議長（中井 勝君） 長谷阪こども教育課長。

○こども教育課長（長谷阪 治君） 議案第７８号、新温泉町特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業に運営に関する基準を定める条例の一部改正について御説明申し上げ

ます。

本条例は、町長が子ども・子育て支援制度における施設型給付費の支給対象施設とし

て確認する認定こども園やそれ以外の地域型保育事業の運営に関する基準を定めるもの

であります。

説明の都合上、審議資料で説明をさせていただきます。審議資料の８５ページをお願

いします。

今回の改正は、令和元年１０月１日からの幼児教育・保育の無償化に伴うものでござ

います。そこにありますように、概要として、３歳から５歳までの認定こども園、保育

所などを利用する全ての子供たちの保育料が無償化されます。米印で、ゼロ歳から２歳

児までの子供は住民税非課税世帯が無償化の対象になりますということです。

その下です。保育料無償化の対象者としまして、⑴で、認定こども園等を利用する３

歳から５歳までの全ての子供の保育料が無償化されますと。無償化の期間は満３歳にな

った後の４月１日から小学校入学までの３年間ですと。年度の途中で満３歳に達した子

供は翌年度、翌年の４月分から無償化になります。無償化の対象は保育料になります。

行事費、その他実費で負担していた費用はこれまでどおり保護者の負担ということにな

ります。⑵のゼロ歳から２歳までの子供たちについては、住民税非課税世帯、年収３６

０こ月未満ですが、この世帯を対象として保育料が無償化されます。住民税課税世帯で
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子供が２人以上いる場合は、負担軽減の観点から現行制度を継続して、就学前児童の最

年長の子供を第１子としてカウントして、ゼロ歳から２歳までの第２子は半額、第３子

以降は無償ということになります。

次に、給食費の負担でございます。給食費は、自宅で子育てを行う場合でも同様にか

かる費用です。このため、施設を利用する場合も、これまでと同様に保護者の負担とな

ります。月額は、これまでと同じ ３００月ということです。１号認定、３歳以上の教

育標準時間認定ということで、幼稚園の部分ですが、の子供の場合は、保育料は無償化

になりますが、給食費は保護者の負担となりますと。これもこれまでと同じです。２号

認定、３歳以上の保育認定の子供の場合は、保育料は無償化になりますが、給食費は保

護者の負担となります。これまでは保育料の中に給食費が含まれた額を納付していたた

め、給食費として新たに負担をしていただきますということで、１号認定と同じく ３

００月を負担していただくということになります。

次の８６ページをお願いします。３号認定、３歳未満の保育認定の子供の場合ですけ

ども、①で、住民税の課税世帯は保育料が無償化にならないため、給食費を含めた保育

料を負担していただきます。給食費は、保育料を合わせて納付しますので、新たに負担

することはありませんということで、これまでと同じです。②で、住民税の非課税世帯

は徴収免除対象者になりますので、新たに負担することはありません。

給食費の徴収免除対象者として、そこに整理をしております。以下の方は給食費の徴

収が免除されますということで、年収３６０こ月未満相当の世帯の子供、所得にかかわ

らず第３子以降の子供、第３号認定子ども、これは保育料の中にあらかじめ食材料費、

給食費相当額が含まれているためということです。

その下に給食費の徴収イメージということでつけております。現行での保護者負担は、

１号認定、３歳以上の教育に係る部分では保育料と食材費は別ということで、金額的に

は保育料が ７００月、給食費が ３００月を徴収しておりました。その横の２号認定 

の３歳以上の保育の部分では、保育料として集めていたということです。給食費につい

ては保育料に含まれていたということです。それが無償化になった後は、１号、２号、

共通化で、保育料は無償化になりますので、給食費は ３００月を実費徴収させていた

だくということになります。

次に、新旧対照表の説明をさせていただきます。４２ページをお願いします。第２条

では、用語の定義の改正内容です。今回の月基準の用語の改正にあわせて用語の改正を

行うというものでございます。

次に、４６ページをお願いします。４６ページの第１３条です。利用負担額の受領に

ついてという規定です。先ほど説明させていただきました保育料の受領、給食費の受領

に関する規定です。第１３条の第１項は、利用者負担額の受領は満３歳未満の子供から

支払いを受けることに限定する改正の内容です。

めくっていただきまして、４７ページの第４項第３号でございます。ここは食事の提
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供に要する費用を受け取ることができるという規定で、次に掲げるものを除くというも

のでございます。この中で、第３号のアで（ア）は１号認定、（イ）は２号認定の子供

で、年収約３６０こ月未満の子供の給食費の支払いを免除するという規定です。

次のページ、４８ページのイの（ア）は１号認定で、小学校３年生までの子供から数

えて第３子以降は給食費の支払いを免除するという規定です。（イ）は２号認定で、こ

ども園等に入園している子供から数えて第３子以降は給食費の支払いを免除するという

規定です。ウは、３歳未満児は給食費は保育料に含まれているため徴収しないという規

定です。

次に、５７ページをお願いします。５７ページの第４２条は、特定教育・保育施設等

との連携ということで、特定地域型保育事業、これには小規模保育事業、家庭的保育事

業等が含まれますが、これはは要な教育、保育が継続的に提供されるよう連携施設を確

保することについての規定をするものでございます。特定地域型保育事業では、ゼロ歳

児から２歳児までの保育というふうなものが主ですので、改正前は、３歳児になるとき

は幼稚園、こども園、保育園などの連携施設を確保することとされていましたが、今回

の改正で、連携施設の確保が難しい場合は、地域型保育事業の中でも規模の大きな事業

で連携施設として３歳児からの保育や代替保育等を実施できるよう確保することなどの

規定を整備するものでございます。

次に、６２ページをお願いします。６２ページの第５０条は準用規定で、特定教育・

保育施設の規定を特定地域型保育事業の規定に準用して読みかえるという規定になりま

す。

次に、６６ページをお願いします。６６ページの附則で、現行の第３条です。これは

施設型給付費等に関する経過措置でございます。これは１号認定子どもの施設型給付費

の経過措置ですので削除します。

次に、６７ページです。６７ページでは、第４条を第３条、第５条を第４条として、

第３条はもともと小規模保育事業のＣ型の利用定員に関する経過措置を定めているため、

表題を変更するというものです。第４条は連携施設に関する経過措置で、連携施設の確

保が難しい場合でも多様な事業者の参入促進・能力活用事業というものがありますので、

これは保育士ＯＢ等をその施設に巡回支援をするとか、職員を加配するというふうな補

助事業です。そういうものを活用して支援することができる場合は連携施設を確保しな

いことができるという規定をさらに５年間延長するというものです。そのほかは、それ

ぞれ用語等の整理と字句の修正等ですので、よろしくお願いします。

それでは、議案の条例本文に戻っていただきまして、５枚ほどめくっていただいたと

ころです。そこに附則があります。この条例は令和元年１０月１日から施行するという

ことです。よろしくお願いします。

また、この条例改正に伴いまして、審議資料の６８ページからの、新温泉町子どもの

ための教育・保育に関する利用者負担額を定める条例施行規則の一部を改正する規則及
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び８４ページの、新しく規定する新温泉町立認定こども園給食費徴収金取扱要綱をつけ

ていますので、説明をさせていただきます。

まずは、６８ページからの新温泉町子どものための教育・保育に関する利用者負担額

を定める条例施行規則の一部を改正する規則です。

この規則で町の利用者負担額、保育料を定めているため、１０月１日からの保育料の

無償化に伴いまして、改正を行うものでございます。

それでは、６９ページの新旧対照表で説明をさせていただきます。第２条は利用者負

担額を定める規定で、１項では、１号認定、２号認定の利用者負担額はゼロ月とすると

いうこと、２項では、３号認定の保育料は７８ページからの別表に定める額とするとい

う規定になっております。６９ページの左側の現行の一番下の附則第５項から、７４ペ

ージの中段に（注）１０月未満の端数は切り捨てるというところがありますが、そこま

では規則制定時の経過措置で、平成２７年８月３１日までの規定ですので、削除としま

す。その下の、今の別表第１（第２条関係）から７８ページの中段、別表第２（第２条

関係）の上までは１号認定の保育料の規定ですので、これも削除ということになります。

その下、別表第２（第２条関係）の表で、２号認定子どもの保育料と３号認定、市町村

民税非課税世帯の保育料をゼロ月とする規則改正を行うというものでございます。

次に、８４ページをお願いします。新温泉町立認定こども園給食費徴収金取扱要綱に

ついて説明させていただきます。

この要綱は、先ほど説明させていただきましたとおり、３歳から５歳までは保育料が

無償化となりますが、給食費については無償化の対象ではありませんので、給食費につ

いて要綱を制定して徴収するというものでございます。

第１条では趣旨ということで、１号認定、２号認定子どもの給食に要する費用の徴収

金の取り扱いに関しは要な事項を定めるというものです。第２条では、対象者は１号認

定子ども、２号認定子どもの保護者であること。第３条では月額 ３００月であること、

この額は現在徴収している額と変わりはありません。第４条では日割り計月の規定、第

５条では納期限、第６条は還付についての規定を定めて給食費を徴収するというもので

す。この要綱も令和元年１０月１日からの施行ということになります。

説明は以上です。よろしくお願いします。

○議長（中井 勝君） 説明は終わりました。

これから質疑を行います。質疑はありませんか。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） ちょっと考え方をお聞きしたいんですけども、政府のや

ることですから限界はあると思いますけど、新温泉町はもともと給食費と、利用料の中

にいわゆる給食費も入ってたんですね。それがたしか基本だった。今回のこういう何か

保育料だけを無償化するっていうことで、給食費の、改めて徴収をすると。私自身、従

来から食育っていうことで当然なこととして、家で食事をするのが当たり前だとか、ど
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こだって食べるんだからという話じゃなくて、保育所は保育所としてのやっぱり子供た

ちを育てる、栄養価も含めて、給食を提供するっていう考え方が基本になってたと思う

んですけども、それが今回こういう形で変わったということで認識はいいんでしょうか。

それで、私は何か保育無償化っていったもんですから、全てどの子も、いわゆる給食

費だけをまた徴収するっていうやなけちなやり方はしないだろうなと思っとったら、こ

んな感じで、意味がわからんような、看板とは偽りがあると思うんですけども、その点

はどのようにお考えですか。

○議長（中井 勝君） 長谷阪こども教育課長。

○こども教育課長（長谷阪 治君） 給食費につきましては、議員御指摘のとおり、２号

認定、３号認定につきましては保育料の中に入っていました。１号認定につきましては、

保育料 ７００月と ３００月を、合わせて１こ月ということで徴収をさせていただい 

ていたということでございます。月の考えではあるんですけども、給食費については、

やはりどこにいても昼食は食べなければいけないということもあって、徴収ということ

になったと思います。

ゼロ歳から２歳につきましては従来どおりという規定になっているということでござ

います。以上です。

○議長（中井 勝君） そのほかありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） ないようです。

質疑を終結し、討論に入ります。

まず、本案に対し反対者の発言を許可します。

６番、中井次郎君。

○議員（６番 中井 次郎君） それでは、議案第７８号、新温泉町特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正について、反対の

立場から討論をいたします。

そもそも保育の無償化というのは、その財こが消費税の増税分を充てるということで

あります。財こが確定しない中で、このようなことをすること自体に問題があると思い

ます。そして、先ほどの議論でもわかったとおり、保育無償化でなくて、保育料無償化

と、こんな話でごまかすことは問題がありと。まさに政府のやろうとしてることは看板

に偽りがありと、このように考えられて仕方がないわけであります。こういった消費税

の増税分を財こにする、これほど問題がある施策はないと考えるとこであります。その

点で反対をいたします。以上です。

○議長（中井 勝君） 次に、本案に対し賛成者の発言を許可します。いいですか。

〔賛成討論なし〕

○議長（中井 勝君） それでは、ないようです。

これで討論を終わります。
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これから本案を採決いたします。

採決は、起立によって行います。

本案を原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（中井 勝君） 起立多数、１２名であります。よって、本案は、原案のとおり

可決されました。

・ ・

○議長（中井 勝君） お諮りをいたします。以上で本日の日程は全部終了いたしまし

た。本日はこれをもって散会したいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（中井 勝君） 異議なしと認めます。よって、本日はこれをもって散会するこ

とに決定しました。

本日はこれで散会します。

次は９月１８日水曜日午前９時から会議を開きますので、議会議事堂にお集まりくだ

さい。長時間お疲れさまでした。

午後３時４６分散会
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